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事業方針

■経営理念
1 ．相互扶助の精神に基づく金融事業を通じて、組合員の生活向上と企

業の発展を目指します。

2．地域コミュニティーセンターとしての役割を果たし、組合員相互間

の親睦と交流を図るとともに地域に貢献する地域密着型の金融機関

を目指します。

3．健全で透明性のある経営に徹し、組合員から愛され、信頼される金

融機関を目指します。

■経営方針
1 ．経営体制の確立に努めます。

　　理事会の機能強化と監査体制の充実を図り、経営の透明性確保に努

めます。

　　コンプライアンス体制を整備し、法令、社会ルールの厳格な遵守に

努めます。

　　リスク管理体制の構築を図るとともに、皆様方に組合経営内容を広

く開示いたします。

2．健全経営の確保に努めます。

　　厳正な資金運用を図るとともに、経営の合理化を進め必要収益の安

定確保に努めます。

3．経営組織の構築を図ります。

　　今日の金融情勢に即応できる迅速な意思決定と業務執行が可能な組

織体制を構築します。

事業の組織

ごあいさつ

　օ͞·ʹ͸ɺ೔ࠒΑΓ֨ผͷ͝Ѫ͓ސҾཱ͖ͯΛࣀΘΓɺ
৺͔Βྱޚਃ্͛͠·͢ɻ
　͜ͷͨͼɺ౰૊合ͷگݱ（ฏ੒ú÷೥౓ୈøÿظ）Λ·ͱΊ·
ͨ͠ͷͰɺ͝理ղΛਂΊ͍ͯͨͩͨ͘Ίͷ資ྉͱͯ͠ɺ͝ߴ
ཡࣀΘΓ͍ͨͱଘ͡·͢ɻ
৴༻૊合͸ɺ஍Ҭͷօ͞·ʹ本౰ʹ͓໾ʹཱͯΔۚ融࣎ژ　
Խʹ౒ڧ൫ج営ͷ݈શੑͱܦʹΛΊ͟͠ɺ͜Ε·ͰҎ্ؔػ
Ίͯ·͍Γ·͢ͷͰɺҰ૚ͷ͝支ԉͱ͝ࢦಋͷ΄Ͳɺ৺͔Β
ਃ্͛͠·͢ɻ͍ئ͓
࢙　৴༻૊合　　理事長　େ　ੴ　஌࣎ژ 

当組合のあゆみ（沿革）

˙ฏ੒øú೥ ú ݄ʗઃཱ४උ委員会ൃ଍
˙ฏ੒øû೥ ú ݄øþ೔ʗ࣎ژ৴༻૊合　ઃཱ総会
˙ฏ੒øû೥ ú ݄ù÷೔ʗ࣎ژ৴༻૊合　ઃཱೝՄ
˙ฏ੒øû೥ ú ݄ùù೔ʗ࣎ژ৴༻૊合　ઃཱ
˙ฏ੒øû೥ ý ݄ùý೔ʗୈ ù ௨常総代会　ظ
˙ฏ੒øû೥ ÿ ݄øù೔ʗ事業։࢝
˙ฏ੒øü೥ ý ݄ù÷೔ʗୈ ú ௨常総代会　ظ
˙ฏ੒øý೥ ý ݄ùÿ೔ʗୈ û ௨常総代会　ظ
˙ฏ੒øþ೥ ý ݄ùû೔ʗୈ ü ௨常総代会　ظ
˙ฏ੒øÿ೥ ù ݄ û ೔ʗ࣎ژϨσΟʔスʠϋφʡൃ଍総会
˙ฏ੒øÿ೥ ý ݄ùú೔ʗୈ ý ௨常総代会　ظ
˙ฏ੒øĀ೥ ý ݄ùù೔ʗୈ þ ௨常総代会　ظ
˙ฏ੒øĀ೥ Ā ݄ ÿ ೔ʗ࣎ژ৴༻૊合　ʮϏδωスクラϒʯൃ଍総会
˙ฏ੒ù÷೥ ý ݄ùþ೔ʗୈ ÿ ௨常総代会　ظ
˙ฏ੒ùø೥ ý ݄øĀ೔ʗୈ Ā ௨常総代会　ظ
˙ฏ੒ùù೥ ý ݄ùü೔ʗୈø÷ظ　௨常総代会
˙ฏ੒ùú೥ ý ݄øþ೔ʗୈøøظ　௨常総代会
˙ฏ੒ùú೥ ÿ ݄ ø ೔ʗࣜג会ࣾ,+4（ࢠ会ࣾ）ઃཱ
˙ฏ੒ùû೥ ý ݄ùù೔ʗୈøùظ　௨常総代会
˙ฏ੒ùü೥ ý ݄ùø೔ʗୈøúظ　௨常総代会
˙ฏ੒ùý೥ ý ݄ù÷೔ʗୈøûظ　௨常総代会
˙ฏ੒ùþ೥ ý ݄øĀ೔ʗୈøüظ　௨常総代会
˙ฏ੒ùÿ೥ ý ݄ùû೔ʗୈøýظ　௨常総代会
˙ฏ੒ùĀ೥ ý ݄ùú೔ʗୈøþظ　௨常総代会
˙ฏ੒ú÷೥ ý ݄ùù೔ʗୈøÿظ　௨常総代会
˙ྩ࿨ ø ೥ ý ݄ùø೔ʗୈøĀظ　௨常総代会

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）
（ྩ࿨ ø ೥ ý ݄ùø೔ࡏݱ）

理 事 長 େ ੴ ஌ ࢙ 理 事 ๿ 　 ਅ ˞ߒ
常務理事 ݰ 　 จ ൣ 理 事 ۚ 　 ߶ ༤˞
常勤理事 ۚ 　 ੒ थ 理 事 ڐ 　 ٛ ˞߂
常勤理事 ཥ 　 మ ܓ
常勤理事 ᇙ 　 ਔ ᭩
理 事 ۚ 　 ഢ ཾ˞ 常勤監事 ۚ 　 म 次
理 事 ᇙ 　 ๆ Ұ˞ 員外監事 ߴ 　 ໌ ࿨˞
஫）౰૊合͸ɺ৬員ग़਎ऀҎ外ͷ理事（˞ҹ）ͷܦ営ࢀ画ʹΑΓɺΨό

φンスͷ্޲΍૊合員ͷҙݟͷଟ໘తͳ൓өʹ౒Ί͓ͯΓ·͢ɻ

会計監査人の氏名又は名称
（ฏ੒úø೥ ú ݄຤ࡏݱ）

監査๏ਓアイɾϐʔɾΦʔ

本 店 営 業 部 長
（支店長）

副 部 長
（次　長）

課 　 長

監 事 会

業　務　係
係　　長
代　　理
係長補佐
主　　任
係　　員

融　資　係
係　　長
代　　理
係長補佐
主　　任
係　　員

常　任　理　事　会
理 事 長
常 務 理 事
常 勤 理 事

渉　外　係
係　　長
代　　理
係長補佐
主　　任
係　　員

コンプライアンス委員会
リスク管理委員会
Ａ Ｌ Ｍ 委 員 会
融資審査委員会
自己査定委員会

理 事 会 

総 代 会 

総務部 業務部 営業推進部 総合企画部 審査管理部 検査部
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　૊合員ͷօ༷ํʹ͓͔Ε·ͯ͠͸ɺӹʑ͝ਗ਼঵ͷ͜ͱͱ͓
ͼਃ্͛͠·͢ɻܚ
　ฏૉ͸֨ผͷ͝支ԉΛࣀΓް͘ྱޚਃ্͛͠·͢ɻ
　౰ظ͸ɺ自વ֐ࡂʹΑΔҰ࣌తͳ௿໎ہ໘͕͋ͬͨ΋ͷͷɺ
企業ऩӹͷݎௐͳ推Ҡɺେ企業Λத৺ʹઃඋ౤資ͷ૿Ճجௐɺ
گ΍͔ʹ֦େ͠ɺେ企業ͷ業؇͕ؾܠௐͳ推Ҡ౳ɺݎͷ༺ޏ
ʹ͸޷స͕ݟΒΕ·ͨ͠ɻ
　͔͠͠ͳ͕Βɺ౰૊合ͷ主ͨΔऔҾઌͰ͋Δதখྵࡉ企業
Ͱ͸ɺݸਓফඅͷ௿໎ɺਓखෆ଍ͷਂࠁԽɺਓ݅අͷ্ঢ౳
ʹΑΓܦ͍͠ݫ営ڥ؀ͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　ҰํͰɺ೔ۜͷۚ融؇࿨੓ܧ͕ࡦଓ͠ɺۚ融ؔػͷऩӹ؀
ݮऩݮͷؔػΛؚΉۚ融ߦଓͯ͠ѱԽ͓ͯ͠Γɺେखܧ͸ڥ
ӹɺ஍Ҭۚ融ؔػͷऩӹੑѱԽ͕ެද͞ΕΔ౳ɺ౰૊合Λऔ
΋ͷͱͳΓ·ͨ͠ɻ͍͠ݫ͸Ұஈͱڥ営؀ܦ͘ר
　౰૊合Ͱ͸ɺ͜ͷΑ͏ͳڥ؀ͷதͰɺશ৬員͕૊合事業ʹ
͍ͭͯΑΓ֬ݻͱͨ͠౰事ऀҙࣝΛͪ࣋ɺ໾৬員૬ؒޓͷҙ
ॏཁ課୊ʹୈ࠷Խ͠ɺ૊৫ͷ݁ଋΛਤΔ͜ͱΛڧ௨Λૄࢥ ý
次தظ事業ܭ画ͷ ù ೥໨ͷ事業Λ推͠進Ίͯ·͍Γ·ͨ͠ɻ

ʮ͜Ε͔Β΋օ͞·ͷ企業ͱ฻Β͠ͷதʹ࣎͠ژΜ͘ΈΛʂʯ
ͷϝインλイτϧͷ΋ͱɺ融資ྔúüüԯԁɺ༬ۚྔüüúԯԁɺ事
業ੑ融資ઌýÿ÷ઌͷ໨ඪୡ੒ʹ͚ͯ޲事業Λల։͠ɺ৴པੑ֬
อͱ٬ސຬ଍ͷ࣮ݱΛ໨ඪͱ͍ͨ͠·ͨ͠ɻ営業໘ʹ͓͍ͯ
্൒ظʹ͸༬ۚɾ融資ͷ৽نઌ֫ಘڧԽͱऔҾਂߞɺ次ੈ代
औҾ٬֫ސಘΛԼ൒ظ͸༬ۚ٬ސͷऔҾਂߞͱফඅϩʔン֫
ಘڧԽʹ஫ྗ͠ɺ店ฮผ૊合員࠙ஊ会Λ։͠࠵஍Ҭͷ૊合員
༷ͱͷコϛϡೋέʔγϣンڧԽʹ΋౒Ίͯ·͍Γ·ͨ͠ɻ
　౰ظɺ౰૊合Ͱ͸次ͷΑ͏ͳ੒ՌΛऩΊΔ͜ͱ͕Ͱ͖·͠
ͨͷͰ͝ใࠂਃ্͛͠·͢ɻ
ΑΓɺʹྗڠ͸ɺ૊合員ɾ͓औҾઌͷօ༷ͷ͝ߴ࢒຤༬ۚظ　
લظ຤ΑΓýþùඦສԁ૿Ճ͠ɺüüóĀøÿඦສԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ

■総代とその選任方法
ᾇ　総代ͷ任ظɾ定਺ʹ͍ͭͯ
　˔総代ͷ任ظ͸ ú ೥Ͱ͢ɻ
　˔総代ͷ定਺͸ɺø÷ø໊Ҏ্øú÷໊Ҏ಺Ͱ͢ɻ
　˔ ฏ੒úø೥ ú ݄úø೔ࡏݱͷ総代਺͸øùú໊Ͱɺ૊合員਺͸

þóýüü໊Ͱ͢ɻ
ᾈ　総代ͷબ۠ڍ
　 　౰૊合ͷ本支店営業஍۠ʹԠ͡ ü ۠ͷબ۠ڍʹ෼͔ͪɺબ

໿ʹ定ΊΒΕͯنڍ΂͖総代਺͕総代બ͢ڍͱͷબ۠͝ڍ
͍·͢ɻ

ᾉ　総代ͷબ任ํ๏
　 　౰૊合総代બنڍ໿ʹ͖ͮجɺ֤બ۠ڍຖʹબ۠ڍʹॴ

ଐ͢Δ૊合員ͷ͏͔ͪΒެฏͳબڍʹΑͬͯબग़͞Ε͓ͯ
Γ·͢ɻ

ᾊ　総代ͷ資֨ཁ݅
　 　総代ཱީ補ऀ͸౰૊合ͷ૊合員Ͱ͋Δ͜ͱ͕資֨ཁ݅Ͱ͢ɻ

　ିग़ۚ͸ɺ事業ઌͷ։୓ʹੵۃతʹऔΓ૊Ή౳ɺ૊合員༷
ͷ資ۚधཁʹੵۃతʹ͓Ԡ͑ͨ݁͠Ռɺظ຤ߴ࢒ʹ͓͍ͯ͸
લظ຤ରൺøóúùĀඦສԁ૿Ճ͠ɺúüóýÿýඦສԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　ऩӹ໘Ͱ͸ɺࢢ৔ۚརͷ௿Լ΍ିग़ۚظதฏݮ͕ߴ࢒ۉগ
ͨ͜͠ͱʹΑΓ資ۚӡ༻ऩӹ͕લظରൺúùඦສԁݮগɺ資ۚ
ௐୡඅ༻͕øùඦສԁݮগͨ͜͠ͱ౳ʹΑΓɺコア業務७ӹ͕
લظରൺøĀඦສԁݮগͷù÷÷ඦສԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ
ରൺùüඦສԁ૿Ճɺظೖ͕લ܁ผି౗Ҿ౰ۚݸ常རӹ͸ɺܦ　
ିग़ۚͷঈ٫ùüඦສԁ૿Ճ౳ʹΑΓલظରൺÿýඦສԁݮগ͠
øüüඦສԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　੫Ҿޙ౰ظ७རӹ͸લظରൺø÷ඦສԁ૿Ճ͠øú÷ඦສԁͱ͍
͏݁ՌͱͳΓɺܭ画Λ௒ա͠·ͨ͠ɻ
　தখྵࡉ企業ऀʹ͸Ҿ͖ଓ͖ෆಁ໌Ͱܧ͕ڥ؀ࡁܦ͍͠ݫ
ଓ͢Δ΋ͷͱ༧ଌ͞Ε·͕͢ɺ౰૊合͸ɺ૊合ઃཱ͛ܝʹ࣌
ɺ͓͠׵ಈͷ࣭Λస׆Δͱͱ΋ʹɺ営業࣋͢ݎ営理೦Λܦͨ
٬༷ͷχʔζΛΑΓ͖Ί͔͘ࡉ೺Ѳ͠ɺ͓٬༷໨ઢͰͷ営業
Λ௨͡ɺ͓٬༷ͱͷ৴པؔ係ʹݻڧͮ͘جͳܦ営ج൫ͱ٬ސ
ຬ଍Λ࣮ͯ͠ݱ·͍ΔॴࡏͰ͢ɻ
　૊合員ͷօ༷ํʹ͸ɺҾ͖ଓ͖͝支ԉɺ͝ྗڠΛࣀΓ·͢
Α͏͓͍ٓ͘͠ئਃ্͛͠·͢ɻ

㑅出

఍㸦᭱㧗ពᛮỴᐃᶵ㛵㸧ࠉ௦ࠉ⥲

⤌ྜ⤒ႠのពᛮỴᐃ

ி⁠ಙ⏝⤌ྜ

出ᖍ ウ㆟

௦ࠉࠉ⥲

ဨࠉࠉࠉࠉࠉྜࠉࠉࠉࠉࠉ⤌

❧ೃ⿵ 推⸀

出資࣭㡸金࣭⼥資࡝࡞

⥲ ௦ 㑅 ᣲ

組
合
員
の
意
見
集
約

区 分 平成29年度末 平成30年度末

個 人 6,776 6,848

法 人 753 807

合 計 7,529 7,655

■総代会の仕組みと役割
　৴༻૊合͸ɺ૊合員ͷ૬ޓැॿͷਫ਼ਆΛج本理೦ʹۚ融׆
ಈΛ௨ͯ͡ࡁܦత஍Ґͷ্޲ΛਤΔ͜ͱΛ໨తͱͨ͠ڠಉ૊
合૊৫ۚ融ؔػͰ͢ɻ
　·ͨɺ৴༻૊合ʹ͸ɺ૊合員ͷ総ҙʹΑΓ૊合ͷҙࢥΛܾ
定͢ΔؔػͰ͋Δʮ総会ʯ͕ઃ͚ΒΕ͓ͯΓɺ૊合員͸ग़資
ɺ総会ͪ࣋Λݖڍͼબٴݖ਺ʹؔ係ͳ͘ɺҰਓҰථͷܾٞޱ
Λ௨ͯ͡৴༻૊合ͷܦ営౳ʹࢀՃ͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖·͢ɻ
　͔͠͠ɺ౰૊合͸ɺ૊合員͕þóýüü໊（ฏ੒úø೥ ú ݄຤）ͱ
ଟ͘ɺ総会ͷ։ࠔ͕࠵೉ͳͨΊɺதখ企業౳ڠಉ૊合๏ٴͼ
定׺ͷ定ΊΔͱ͜ΖʹΑΓʮ総代会ʯΛઃஔ͍ͯ͠·͢ɻ
　総代会͸ɺ総会ͱಉ༷ʹ૊合員ҰਓͻͱΓͷҙ͕ࢥ৴༻૊
合ͷܦ営ʹ൓ө͞ΕΔΑ͏ɺ૊合員ͷத͔Βదਖ਼ͳखଓ͖ʹ
ΑΓબ͞ڍΕͨ総代ʹΑΓӡ営͞Εɺ૊合員ͷ総ҙΛదਖ਼ʹ
൓ө͠ɺॆ࣮ͨ͠審ٞΛ֬อ͍ͯ͠·͢ɻ
　·ͨɺ総代会͸౰૊合ͷߴ࠷ҙܾࢥ定ؔػͰ͋Γɺܾࢉ΍
事業׆ಈ౳ͷใߦ͕ࠂΘΕΔͱͱ΋ʹɺ৒༨ۚॲ෼ɺ事業ܭ
画ͷঝೝɺ定׺มߋɺ理事ɾ監事ͷબ任ͳͲɺ౰૊合ͷॏཁ
事߲ʹؔ͢Δ審ٞɺܾ͕ٞߦΘΕ·͢ɻ
　総代͸ɺ૊合員ͷ代දͱͯ͠ɺ総代会Λ௨ͯ͡૊合員ͷ৴
༻૊合ʹର͢Δҙݟ΍ཁ๬Λ৴༻૊合ܦ営ʹ൓өͤ͞Δॏཁ
ͳ໾ׂΛ୲͍ͬͯ·͢ɻ
　౰૊合Ͱ͸ɺ総代会ʹݶ定͢Δ͜ͱͳ͘ɺ૊合員（ར༻ऀ）
アンέʔτௐ査΍૊合員࠙ஊ会Λ࣮͢ࢪΔͳͲɺ೔常ͷ営業
ಈΛ௨ͯ͡ɺ総代΍૊合員ͱͷコϛϡχέʔγϣンΛେ੾׆
ʹ͠ɺ͞·͟·ͳܦ営վળʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ

平成30年度　経営環境・事業概況

総代会について

	 組合員の推移	 （୯Ґɿਓ）



（注）氏名の後に就任回数を記載しております。
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■総代会の決議事項等の議事概要
　ୈøĀظ௨常総代会͕ɺྩ࿨ ø ೥ ý ݄ùø೔ޙޕ ü ú÷෼ΑΓɺ࣌
ϗςϧάランϰΟアژ౎Ͱ։͞࠵Ε·ͨ͠ɻ
　౰೔͸総代øùú໊ͷ͏ͪɺग़੮øøý໊（͏ͪɺ委任ঢ়ʹΑΔ
代理ग़੮ý÷໊）ͷ΋ͱɺશٞҊ͕Մܾɾঝೝ͞Ε·ͨ͠ɻ

ใࠂ事߲
ୈøÿظ（ ฏ੒ú÷೥ û ݄ ø ೔͔Βฏ੒úø೥ ú ݄úø೔·Ͱ）事業

ใࠂͳΒͼʹିआରরදٴͼଛӹࢉܭॻใࠂͷ݅
ܾٞ事߲
ୈ ø ߸ٞҊ　ୈøÿظ৒༨ۚॲ෼Ҋঝೝͷ݅
 ɾݪҊ௨ΓՄܾɾঝೝ͞Ε·ͨ͠ɻ
ୈ ù ߸ٞҊ　ୈøĀظ事業ܭ画ٴͼऩ支༧ࢉҊঝೝͷ݅
 ɾݪҊ௨ΓՄܾɾঝೝ͞Ε·ͨ͠ɻ
ୈ ú ߸ٞҊ　૊合員ͷআ໊ͷ݅
 ɾݪҊ௨ΓՄܾɾঝೝ͞Ε·ͨ͠ɻ

■総代のご紹介
 （ྩ࿨ ø ೥ ý ݄ùø೔ࡏݱ）

બ۠ڍɾ営業店౳ 総代໊ࢯ （শུɿॱෆಉܟ）

ୈ ø ۠
本店ͷॴ׋஍Ҭ
総代定਺ ùüʙúø໊Ҏ಺
総代਺ ùĀ໊　　　　

జ க ݩ ᶈ ڐ ߦ ఩ ᶈ ग 　 ษ ᶇ ཥ ⃟ ܓ ᶈ શ ਖ਼ உ ᶆ ۚ ౦ ۉ ᶆ ℧ ३ Ұ ᶅ
ೆ ࣣ ༞ ᶈ ۚ ໌ ޿ ᶈ ന ٢ Ӣ ᶈ జ ੟ و ᶅ ᤚ क ұ ᶈ ۚ ହ ೭ ᶆ ೆ ࢘ ࿠ ᶈ
᪅ ཽ ხ ᶈ ݖ ְ ౎ ᶆ ߴ ޫ ࣌ ᶆ ༄ ৏ ྽ ᶈ େྛٛത ᶈ ۚ Ҫ ܆ ᶈ ؖ ௚ थ ᶈ
ۚ ཾ ༤ ᶆ ᇙ ໌ ੈ ᶈ ޖ ੓ 代 ᶈ ۚ ত உ ᶈ జ ޿ ࢠ ᶅ జ จ ࢠ ᶈ ڐ ಙ ल ᶇ
ۚ ૬ ढ़ ᶈ

ୈ ù ۠
஍Ҭ׋支店ͷॴژࠨ
総代定਺ øÿʙùú໊Ҏ಺
総代਺ ùú໊　　　　

๿ 　 ఩ ᶈ ۚ ५ ܦ ᶈ ۚ ༸ Ұ ᶆ ཥ 　 ܿ ᶈ ๿ ହ ඙ ᶈ ੒ ॏ ࠜ ᶈ ߁ ప ᔩ ᶈ
๿ ঘ ത ᶈ ૙ ܚ ૬ ᶈ ۚ ݈ Ұ ᶅ ۚ ᭪ ۝ ᶈ ۚ ܚ ࿨ ᶄ ঃ ৊ ྽ ᶈ ଙ ஐ ོ ᶈ
ۚ ໌ ݐ ᶈ ቐ ਖ਼ ໌ ᶆ ྛ ৊ ఩ ᶈ ޖ ݩ ॱ ᶈ ҆ాٛ࿨ ᶈ ᇙ ๆ Ұ ᶈ ཥ ૬ य़ ᶄ
ۚ ৉ Տ ᶆ ۚ ल ଇ ᶃ

ୈ ú ۠
෬ݟ支店ͷॴ׋஍Ҭ
総代定਺ úüʙûü໊Ҏ಺
総代਺ ûú໊　　　　

Տ本ஸಓ ᶈ ቐ ਔ ࡌ ᶈ ཥ ج ರ ᶄ ۚ ܚ ܓ ᶈ జ ݯ ॿ ᶈ ༄ ج ౦ ᶅ ۚ ༟ ޾ ᶈ
࢚本຀ࢁ ᶈ ཥ ݑ ෱ ᶇ ֲ ऱ थ ᶇ జ 　 ഹ ᶈ ཥ ஧ ج ᶇ ۚ ٛ ޿ ᶇ ᇙ 　 ༏ ᶈ
๿ ݩ ੓ ᶈ ۚ ׮ ℠ ᶈ ๿ ঝ ग़ ᶈ ݖ ܠ ݪ ᶆ ቐ ؖ क ᶇ ๿ ल ຮ ᶈ ߑ ݜ 代 ᶈ
૙ 定 உ ᶇ ๿ ऎ ༐ ᶄ ሩ ࡏ ࠜ ᶄ ۚ ੟ Ұ ᶈ ล ߽ ੜ ᶈ ۚ Ӭ ᤈ ᶇ ۚ ৼ ׭ ᶈ
ཥ ߳ འ ᶈ ๿ य़ ࢁ ᶈ ঃ ৊ ݱ ᶈ ྊ઒࿨ଇ ᶇ ۚ ੒ ج ᶈ ۚ ॏ ༤ ᶈ ۚ ঘ ହ ᶆ
ۚ ഢ ཾ ᶈ ੕ࢁ຤ࢠ ᶈ జ හ ࡾ ᶈ ๿ Ӣ ഢ ᶈ ૙ ߁ ࢠ ᶈ ۚ ߶ ༤ ᶅ ྛ ঝ ࠀ ᶄ
జ ੒ ୢ ᶃ

ୈ û ۠
஍Ҭ׋լ支店ͷॴ࣎
総代定਺ øÿʙùú໊Ҏ಺
総代਺ ùø໊　　　　

๿ ਅ ߒ ᶈ ೆ ࡏ ݈ ᶆ ۚ ৊ ే ᶅ ଜࢁӫج ᶄ ଠాӬप ᶅ ۚ ७ ੜ ᶅ ๿ ః ߒ ᶄ
๿ ཾ உ ᶆ ۚ ӫ ࢱ ᶈ ֲ Ӊ ඒ ᶅ ᇙ ྐྵ ߦ ᶈ ๿ ӳ ৴ ᶈ ᇙ ३ ࠜ ᶈ ҆ 　 ษ ᶈ

ঃ ౦ ຬ ᶈ ቐ Ӭ ޷ ᶈ ᪅ ༐ ࡁ ᶃ ཥ ૬ ߒ ᶃ ݩ ఩ ल ᶃ ੒ ᖶ Ѵ ᶃ ᚯ 定 ޺ ᶃ

ୈ ü ۠
෣௽支店ͷॴ׋஍Ҭ
総代定਺ ü ʙ ÿ ໊Ҏ಺
総代਺ þ ໊　　　　

๛޾ٛݪ ᶈ ڐ ٛ ߂ ᶇ Ԧ本ࢤݡ ᶄ ੴ౉Ұ༤ ᶄ Տ େ ۄ ᶇ ᇙ ਖ਼ த ᶈ ๿ ࿨ ٱ ᶃ

合　ܭ　　　　総代定਺　øú÷໊　　　　総代਺　øùú໊

■総代の属性別構成比
 （ྩ࿨ ø ೥ ý ݄ùø೔ࡏݱ）

৬業ผ ๏ਓ໾員 üù�÷ˋ　　ݸਓ事業主 úĀ�÷ˋ　　ݸਓ Ā�÷ˋ
೥代ผ û÷代 ø÷�ýˋ　　ü÷代 úø�þˋ　　ý÷代 úû�Āˋ　　þ÷代 ùù�ÿˋ
業छผ ੡଄業 øý�þˋ　　ෆಈ࢈業 ÿ�úˋ　　Էചɾখച業 øý�ýˋ　　ݐઃ業 û�ùˋ　　ͦͷଞαʔϏス業 üû�ùˋ

※業種別は、法人、法人役員、個人事業主に限る。

総代会について
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科　　　　目 金　　額
（ 資 産 の 部 ） 平成29年度 平成30年度
現 金 956,724 994,135
預 け 金 21,548,598 20,297,906
有 価 証 券 2,353,790 2,776,622

社 債 800,000 1,199,912
株 式 197,150 196,700
そ の 他 の 証 券 1,356,640 1,380,010

貸 出 金 34,357,292 35,686,835
割 引 手 形 54,161 47,223
手 形 貸 付 7,968,958 10,231,259
証 書 貸 付 26,181,436 25,335,489
当 座 貸 越 152,735 72,863

そ の 他 資 産 332,293 446,608
未 決 済 為 替 貸 3,399 7,096
全 信 組 連 出 資 金 207,000 324,000
前 払 費 用 ― 2,392
未 収 収 益 46,681 48,921
そ の 他 の 資 産 75,212 64,198

有 形 固 定 資 産 1,047,225 1,046,848
建 物 47,379 52,719
土 地 953,879 953,879
リ ー ス 資 産 29,594 24,886
その他の有形固定資産 16,370 15,362

無 形 固 定 資 産 4,553 7,015
ソ フ ト ウ ェ ア ― 2,462
その他の無形固定資産 4,553 4,553

繰 延 税 金 資 産 16,359 22,073
債 務 保 証 見 返 324,995 297,358
貸 倒 引 当 金 △	682,887 △	639,693

（うち個別貸倒引当金） （△ 588,989） （△ 556,696）

資 産 の 部 合 計 60,258,944 60,935,710

科　　　　目 金　　額
（ 負 債 の 部 ） 平成29年度 平成30年度
預 金 積 金 55,245,679 55,918,149

当 座 預 金 1,526,523 1,923,500
普 通 預 金 8,606,819 9,135,340
貯 蓄 預 金 34,126 10,358
通 知 預 金 ― 10,773
定 期 預 金 41,129,347 40,936,085
定 期 積 金 3,876,961 3,852,905
そ の 他 の 預 金 71,901 49,186

借 用 金 1,200,000 1,200,000
当 座 借 越 1,200,000 1,200,000

そ の 他 負 債 340,442 307,447
未 決 済 為 替 借 7,698 9,681
未 払 費 用 149,694 110,732
給 付 補 塡 備 金 9,117 7,018
未 払 法 人 税 等 72,598 26,838
前 受 収 益 32,040 35,414
払 戻 未 済 金 28,745 82,211
リ ー ス 債 務 31,862 26,650
そ の 他 の 負 債 8,686 8,900

賞 与 引 当 金 24,209 29,585
退 職 給 付 引 当 金 148,056 129,864
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 51,959 26,184
そ の 他 の 引 当 金 382 244
債 務 保 証 324,995 297,358
負 債 の 部 合 計 57,335,724 57,908,834

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 1,384,940 1,348,298

普 通 出 資 金 1,384,940 1,348,298
利 益 剰 余 金 1,581,640 1,698,568

利 益 準 備 金 418,000 458,000
特 別 積 立 金 800,000 800,000
当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金） 363,640 440,568

組 合 員 勘 定 合 計 2,966,580 3,046,866
その他有価証券評価差額金 △	43,360 △	19,990
純 資 産 の 部 合 計 2,923,220 3,026,876
負債及び純資産の部合計 60,258,944 60,935,710

経理・経営内容

貸借対照表の注記事項
1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記につい

ては、表示単位未満を切り捨てて表示 しております。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券（時
価を把握することが極めて困難と認められるもの）は移動平均法による原価法に
より行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産
直入法により処理しております。

3．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年 4
月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年 4 月 1 日以後
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。ま
た、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　建　　物　　　　　　　　 6年〜35年
　　　　その他の有形固定資産　　 2年〜15年
4 ．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（ 5年）
に基づいて償却しております。

5．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定
資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。
なお、残存価格については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該
残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

6．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており
ます。

　　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す
る実務指針」 （日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第 4号）に規定す
る正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類
し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき
引当てております。

 破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当て
ております。

 破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てております。

 全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定
部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当てを行っております。

7．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

8．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務に基づき、必要額を計上しております。

9．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する
退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる
額を計上しております。

10．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払

戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認
める額を計上しております。

11．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支
出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

12．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年 4
月 1 日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じ
た会計処理によっております。

13．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし有形
固定資産にかかる控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。

14．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額1,310百万円。
15．子会社等の株式又は出資金の総額100百万円
16．子会社等に対する金銭債権総額72百万円
17．子会社等に対する金銭債務総額101百万円
18．有形固定資産の減価償却累計額211百万円
19．貸出金のうち、破綻先債権額は26百万円、延滞債権額は1,283百万円であります。
 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96
条第 1項第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生
じている貸出金であります。

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の
経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の
貸出金であります。

20．貸出金のうち、 3か月以上延滞債権額は44百万円であります。
 なお、3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3か

月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
21．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は622百万円であります。
 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3か月以上延滞債
権に該当しないものであります。

22．破綻先債権額、延滞債権額、 3 か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は1,976百万円であります。

 なお、19.から22.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
23．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等についてリース契約に

より使用しています。
24．手形割引により取得した商業手形の額面金額は47百万円であります。
25．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　担保提供している資産　　　　預け金　　　　3,000百万円
　　上記の預け金は、全信組連との当座貸越契約に対する担保差し入れであります。
 その他、預け金を為替保証金に1,700百万円および、全信組連保障基金として1,114

百万円、公金取扱いのために保証金として 1百万円を差し入れております。

	 貸借対照表	 （୯Ґɿઍԁ）
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26．出資 1口当たりの純資産額2,244円96銭
27．金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的
管理（ALM）をしております。

⑵金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券及び株式であり、満期保有目的及び事業推進目的で
保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動
リスクに晒されております。
外貨建有価証券については、為替の変動リスクに晒されており、有価証券の取得
時に、通貨スワップ取引等を行うことにより当該リスクを回避しています。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されてお
ります。

⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件
ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権へ
の対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか審査管理部により行われ、また、定期的
にリスク管理委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、検査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用情報や
時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

②市場リスクの管理
 ⅰ 金利リスクの管理

当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMでは金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析
や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースでALM委員会
を通じて経営陣に報告しております。

 ⅱ 価格変動リスクの管理
有価証券の保有については、理事会の監督の下、余裕資金運用規程に従い行
なわれています。
このうち、業務部では、社債等の購入を行っており、事前審査のほか、継続
的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
当組合で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであ
り、取引先の財務状況などをモニタリングしています。
これらの情報は総合企画部を通じ、経営陣に報告されています。

 ⅲ 当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる
金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「預金積金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債を（固定金利群と変動金利群に
分けて、）それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごと
の金利変動幅を用いております。
なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末
現在、指標となる金利が2.00％下降したものと想定した場合の時価は、17
百万円増加するものと把握しております。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利
とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。また、金利の合理的
な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる
可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、
市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを
管理しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前
提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な
ることもあります。
なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算により
算出した時価に代わる金額を開示しております。

28．金融商品の時価等に関する事項
平成31年 3 月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株
式等は、次表には含めておりません。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
 （単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額
⑴預け金（＊1）
⑵有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券
⑶貸出金（＊1）
　貸倒引当金（＊2）

20,297

1,599
980

35,686
▲639

20,327

1,604
980

35,985
▲639

30

4
―

298
―

金融資産計 57,924 58,257 332
⑴預金積金（＊1） 55,918 56,149 231
⑵借用金（＊1） 1,200 1,200 ―

金融負債計 57,118 57,349 231
（＊ 1） 預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した

時価に代わる金額」を記載しております。
（＊ 2） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注 1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
⑴預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割
り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

⑵有価証券
債券は、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
投資信託は公表されている基準価格によっております。

⑶貸出金
貸出金は以下の①〜②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び
個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法に
より算出した時価に代わる金額として記載しております。
① 6カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権に
ついては、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控
除前の額）。

②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合

計額を市場金利（LIBOR、SWAP等）で割り引いた価額を時価とみなして
おります。

金融負債
⑴預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時
価とみなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間ごとに
将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の市場金利

（LIBOR、SWAP等）で割り引いた価額を時価とみなしております。
⑵借用金
借用金については、帳簿価格を時価としております。

（注 2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ
り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　　　分 貸借対照表計上額

子会社株式（＊ 1） 100
非上場株式（＊ 1） 96
組合出資金（＊ 2） 324

合　　　計 520
（＊ 1） 子会社株式、非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。
（＊ 2） 組合出資金（全信組連出資金等）のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握す

ることが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示
の対象とはしておりません。

29．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
⑴売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵満期保有目的の債券。
 （単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

債　券
　社　債
　その他

1,199
―

1,215
―

15
―

小　計 1,199 1,215 15

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

債　券
　社　債
　その他

―
400

―
388

―
▲ 11

小　計 400 388 ▲ 11
合　計 1,599 1,603 4

⑶子会社株式で時価のあるものはありません。
⑷その他有価証券
 （単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額
貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

その他 418 400 18

小　計 418 400 18
貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

その他 561 600 ▲ 38

小　計 561 600 ▲ 38
合　計 980 1,000 ▲ 19

（注）その他の主な内容は、投資信託です。
30．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
31．当期中に売却したその他有価証券は、金額僅少につき、記載を省略しております。
32．満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおりであります。
 （単位：百万円）

1年以内 1年 超
5年以内

5年 超
10年以内

10年 超

債　券
　社　債
　その他

―
―

300
―

  800
  200

100
200

合　計　 ― 300 1,000 300

33．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実
行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一
定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

 これらの契約に係る融資未実行残高は、2,882百万円であります。
 このうち任意の時期に無条件で取消可能なものが2,882百万円あります。
 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資

未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与え
るものではありません。

 これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があ
るときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条件が付けられております。

 また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

34．繰延税金資産の主な発生原因別の内訳
　　　繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度超過額 147百万円
　未払事業税 1百万円
　賞与引当金限度超過額 8百万円
　役員退職慰労引当金 7百万円
　退職給付引当金限度超過額 35百万円
　有価証券評価差額金 5百万円
　その他 18百万円
繰延税金資産小計 222百万円
評価性引当額 ▲ 200百万円
繰延税金資産合計 22百万円

35．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税率の負担率との差異の原因となった主
な項目別の内訳
法定実効税率 27.0％

（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6％
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ▲ 0.8％
　住民税均等割 2.1％
　評価性引当額の増減 ▲ 15.1％
　その他 0.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.8％
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科　　　　　　　目 平成29年度 平成30年度
経 常 収 益 1,201,837 1,147,166

資 金 運 用 収 益 1,116,969 1,084,804
貸 出 金 利 息 1,061,853 1,034,087
預 け 金 利 息 24,168 22,427
有価証券利息配当金 22,668 20,009
そ の 他 の 受 入 利 息 8,280 8,280

役 務 取 引 等 収 益 52,369 51,625
受 入 為 替 手 数 料 9,048 8,293
そ の 他 の 役 務 収 益 43,320 43,332

そ の 他 業 務 収 益 607 5,936
そ の 他 の 業 務 収 益 607 5,936

そ の 他 経 常 収 益 31,890 4,800
そ の 他 の 経 常 収 益 31,890 4,800

経 常 費 用 959,520 991,730
資 金 調 達 費 用 128,291 115,407
預 金 利 息 119,106 106,972
給付補塡備金繰入額 7,439 6,427
そ の 他 の 支 払 利 息 1,745 2,007

役 務 取 引 等 費 用 35,226 32,674
支 払 為 替 手 数 料 10,841 10,403
そ の 他 の 役 務 費 用 24,384 22,271

そ の 他 業 務 費 用 58 4,780
そ の 他 の 業 務 費 用 58 4,780

経 費 791,822 794,416
人 件 費 506,186 502,460
物 件 費 251,324 258,358
税 金 34,311 33,597

そ の 他 経 常 費 用 4,122 44,451
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― 15,068
貸 出 金 償 却 4,054 29,273
そ の 他 資 産 償 却 ― ―
そ の 他 の 経 常 費 用 67 108

経常利益（又は経常損失） 242,317 155,435

科　　　　　　　目 平成29年度 平成30年度
特 別 利 益 ― 0

固 定 資 産 処 分 益 ― 27
特 別 損 失 47,008 ―

固 定 資 産 処 分 損 83 ―
減 損 損 失 46,925 ―

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 195,308 155,463
法人税、住民税及び事業税 77,241 30,332
法 人 税 等 調 整 額 △	1,827 △	5,713
法 人 税 等 合 計 75,413 24,619
当期純利益（又は当期純損失） 119,895 130,844
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 243,745 309,724
当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金） 363,640 440,568

（注）
1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記

については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
2．子会社等との取引による収益総額16百万円
　　子会社等との取引による費用総額28百万円
3．出資 1口当りの当期純利益92円98銭

経理・経営内容

	 損益計算書	 （୯Ґɿઍԁ）

科 目 平成29年度 平成30年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 363,640 440,568
剰 余 金 処 分 額 53,916 60,964

利 益 準 備 金 40,000 47,000
普通出資に対する配当金 13,916 13,964

（年1.0％の割合）（年1.0％の割合）
繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ） 309,724 379,603

	 剰余金処分計算書	 （୯Ґɿઍԁ）

科 目 平成29年度 平成30年度
資 金 運 用 収 益 1,116,969 1,084,804
資 金 調 達 費 用 128,291 115,407

資 金 運 用 収 支 988,678 969,396
役 務 取 引 等 収 益 52,369 51,625
役 務 取 引 等 費 用 35,226 32,674

役 務 取 引 等 収 支 17,142 18,950
そ の 他 業 務 収 益 607 5,936
そ の 他 業 務 費 用 17,354 21,562

そ の 他 業 務 収 支 △ 16,746 △ 15,626
業 務 粗 利 益 989,074 972,720
業 務 粗 利 益 率 1.70% 1.68%

（注）1．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100

	 粗利益	 （୯Ґɿઍԁ）

項 目 平成29年度 平成30年度
業 務 純 益 219,710 211,221

	 業務純益	 （୯Ґɿઍԁ）

項 目 平成29年度 平成30年度
受 取 利 息 の 増 減 △ 15,199 △ 32,165
支 払 利 息 の 増 減 △ 29,193 △ 12,884

	 受取利息及び支払利息の増減	 （୯Ґɿઍԁ）

項 目 平成29年度 平成30年度
人 件 費 506,186 502,460

報 酬 給 料 手 当 419,885 425,787
退 職 給 付 費 用 12,722 11,017
そ の 他 73,579 65,656

物 件 費 251,324 258,358
事 務 費 112,859 127,247
固 定 資 産 費 37,955 39,194
事 業 費 37,273 30,995
人 事 厚 生 費 22,813 21,399
有 形 固 定 資 産 償 却 20,567 20,654
無 形 固 定 資 産 償 却 ― 175
そ の 他 19,854 18,693

税 金 34,311 33,597
経 費 合 計 791,822 794,416

	 経費の内訳	 （୯Ґɿઍԁ）

科　　　　　　目 平成29年度 平成30年度
役 務 取 引 等 収 益 52,369 51,625

受 入 為 替 手 数 料 9,048 8,293
そ の 他 の 受 入 手 数 料 39,000 39,012
その他の役務取引等収益 4,320 4,320

役 務 取 引 等 費 用 35,226 32,674
支 払 為 替 手 数 料 10,841 10,403
そ の 他 の 支 払 手 数 料 13,598 12,461
その他の役務取引等費用 10,786 9,810

	 役務取引の状況	 （୯Ґɿઍԁ）
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（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の 2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会
がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当
組合は国内基準を採用しております。

項　　　　目 平成29年度 平成30年度経過措置による不算入額 経過措置による不算入額
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 2,952 3,032

う ち、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 1,384 1,348
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 1,581 1,698
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （ △ ） △ 13 △ 13
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 94 83
う ち、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 94 83
う ち、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適 格 旧 資 本 調 達 手 段 の 額 の う ち、 コ ア
資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段
の 額 の う ち、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の45％ に
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額（イ） 3,046 3,115
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （2）
無 形 固 定 資 産 （ モ ー ゲ ー ジ ・ サ ー ビ シ ン グ ・ ラ イ
ツ に 係 る も の を 除 く。） の 額 の 合 計 額 2 5

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 2 5

繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く。） の 額 ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
特 定 項 目 に 係 る 10 ％ 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 15 ％ 基 準 超 過 額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額（ロ） 2 5
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額（（イ）－（ロ）)（ハ） 3,044 3,110
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 （3）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 37,524 40,691

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 149 ―
う ち、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー △ 150 ―
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 1,864 1,856
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 （ニ） 39,389 42,547
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 （（ハ）／（ニ）） 7.73% 7.31%

	 自己資本の充実状況	 （୯Ґɿඦສԁ）

経理・経営内容
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項 目 平成29年度 平成30年度
そ の 他 の 業 務 収 益 0 5
そ の 他 業 務 収 益 合 計 0 5

	 その他業務収益の内訳	 （୯Ґɿඦສԁ）

（注） 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（29年度226百万円、30年度378百万円）を控
除して表示しております。

科 目 年 度 平均残高 利 息 利 回 り
資 金 運 用
勘 定

29年度 57,964 百万円 1,116,969 千円 1.92 ％

30年度 57,672 1,084,804 1.88
う ち
貸 出 金

29年度 35,156 1,061,853 3.02
30年度 34,990 1,034,087 2.95

う ち
預 け 金

29年度 20,645 24,168 0.11
30年度 19,791 22,427 0.11

う ち
有 価 証 券

29年度 1,955 22,668 1.15
30年度 2,664 20,009 0.75

資 金 調 達
勘 定

29年度 56,565 128,291 0.22
30年度 56,215 115,407 0.20

う ち
預 金 積 金

29年度 55,470 126,546 0.22
30年度 54,985 113,399 0.20

う ち
譲 渡 性 預 金

29年度 ― ― ―
30年度 ― ― ―

う ち
借 用 金

29年度 1,068 ― 0.00
30年度 1,200 ― 0.00

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

区 分 平成29年度 平成30年度
資 金 運 用 利 回（ａ） 1.92 1.88
資 金 調 達 原 価 率（ｂ） 1.58 1.57
資 金 利 鞘（ａ－ｂ） 0.34 0.31

	 総資金利鞘等 （୯Ґɿˋ）

該当事項はありません。

	 先物取引の時価情報 （୯Ґɿඦສԁ）

区 分 平成29年度 平成30年度

預 貸 率
（期　　末） 62.19 63.81
（期中平均） 63.37 63.63

預 証 率
（期　　末） 4.26 4.96
（期中平均） 3.52 4.84

（注）1．預貸率＝貸出金／預金積金＋譲渡性預金×100
　　 2．預証率＝有価証券／預金積金＋譲渡性預金×100

	 預貸率および預証率 （୯Ґɿˋ）

該当事項はありません。

	 オフバランス取引の状況 （୯Ґɿઍԁ）

区　　　　　　分 平成29年度末 平成30年度末
1 店 舗 当 り の 預 金 残 高 11,049 11,183
1 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高 6,871 7,137

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

	 1店舗当りの預金および貸出金残高 （୯Ґɿඦສԁ）

区 分 平成29年度 平成30年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.40 0.26
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.19 0.22

（注）総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を除く）
　　平均残高×100

	 総資産利益率 （୯Ґɿˋ）

区　　　　　　分 平成29年度末 平成30年度末
職 員 1 人 当 り の 預 金 残 高 837 873
職員1人当りの貸出金残高 520 557

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

	 職員１人当りの預金および貸出金残高	 （୯Ґɿඦສԁ）

経理・経営内容

（注）　 1．残高計数は期末日現在のものです。
2．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

区 分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
経 常 収 益 1,256,026 1,226,231 1,183,103 1,201,837 1,147,166
経 常 利 益 80,660 145,510 77,204 242,317 155,435
当 期 純 利 益 71,118 157,085 18,838 119,895 130,844
預 金 積 金 残 高 54,839,871 53,947,777 54,888,622 55,245,679 55,918,149
貸 出 金 残 高 33,941,135 35,477,175 36,005,469 34,357,292 35,686,835
有 価 証 券 残 高 1,497,082 1,499,306 1,371,670 2,353,790 2,776,622
総 資 産 額 58,582,888 57,955,895 59,244,982 60,258,944 60,935,710
純 資 産 額 2,689,008 2,834,603 2,823,087 2,923,220 3,026,876
自己資本比率（単体） 7.12％ 7.49％ 7.22％ 7.73％ 7.31％
出 資 総 額 1,361,796 1,362,677 1,373,145 1,384,940 1,348,298
出 資 総 口 数 1,361,796口 1,362,677口 1,373,145口 1,384,940口 1,348,298口
出資に対する配当金 13,829 13,702 13,677 13,916 13,964
職 員 数 75人 70人 69人 66人 64人

	 主要な経営指標の推移	 （୯Ґɿઍԁ）
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該当事項はありません。 該当事項はありません。

該当事項はありません。

売買目的有価証券 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

（注）1．時価は、当事業年度における市場価格等に基づいております。
　　 2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

種　　類
平成29年度 平成30年度

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表
計 上 額 を
超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 200 200 0 1,199 1,215 15
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 200 200 0 1,199 1,215 15

時価が貸借対照表
計 上 額 を
超 え な い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 600 598 △ 1 ― ― ―
そ の 他 400 383 △ 16 400 388 △ 11
小 計 1,000 982 △ 17 400 388 △ 11

合 計 1,200 1,182 △ 17 1,599 1,603 4

	 満期保有目的の債券	 （୯Ґɿඦສԁ）

項　　目
平成29年度 平成30年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 100 100
非 上 場 株 式 97 96
合 計 197 196

	 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券 （୯Ґɿඦສԁ）

金銭の信託

経理・経営内容

（注）1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等にもとづいております。
　　 2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

その他有価証券 （୯Ґɿඦສԁ）

種　　類
平成29年度 平成30年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 ― ― ― ― ― ―

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 307 300 7 418 400 18
小 計 307 300 7 418 400 18

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 ― ― ― ― ― ―

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 648 700 △ 51 561 600 △ 38
小 計 648 700 △	51 561 600 △	38

合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 956 1000 △ 43 980 1000 △ 19
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資 金 運 用

種　　目 平成29年度 平成30年度
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

流 動 性 預 金 9,752 17.6 10,117 18.4
定 期 性 預 金 45,718 82.4 44,867 81.6
合 計 55,470 100.0 54,985 100.0

	 預金種目別平均残高 （୯Ґɿඦສԁɺˋ）

該当事項はありません。

	 財形貯蓄残高 （୯Ґɿඦສԁ）

区　　分 平成29年度 平成30年度
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

個 人 43,118 78.1 43,054 77.0
法 人 12,126 21.9 12,863 23.0

一 般 法 人 12,109 21.9 12,801 23.0
金 融 機 関 4 0.0 5 0.0
公 金 13 0.0 19 0.0

合 計 55,245 100.0 55,918 100.0

	 預金者別預金残高 （୯Ґɿඦສԁɺˋ）

区　　分 平成29年度末 平成30年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 41,122 40,930
変 動 金 利 定 期 預 金 ― ―
そ の 他 の 定 期 預 金 6 5
合 計 41,129 40,936

	 定期預金種類別残高 （୯Ґɿඦສԁ）

科　　目
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
割 引 手 形 61 0.2 43 0.1
手 形 貸 付 8,264 23.5 8,796 25.1
証 書 貸 付 26,701 76.0 26,045 74.4
当 座 貸 越 128 0.3 105 0.3
合 計 35,156 100.0 34,990 100.0

	 貸出金種類別平均残高 （୯Ґɿඦສԁɺˋ）

区　　分
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
社 債 384 19.6 1,199 43.2
株 式 197 10.1 196 7.1
その他の証券 1,373 70.3 1,380 49.7
合 計 1,955 100.0 2,776 100.0

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

	 有価証券種類別平均残高 （୯Ґɿඦສԁɺˋ）

区　　分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超 期間の定め

のないもの

社 債
平成29年度末 ― 200 600 ― ―
平成30年度末 ― 300 800 100 ―

株 式
平成29年度末 ― ― ― ― 197
平成30年度末 ― ― ― ― 196

外 国 証 券
平成29年度末 ― ― 100 300 ―
平成30年度末 ― ― 200 200 ―

その他の証券
平成29年度末 ― ― ― ― 956
平成30年度末 ― ― ― ― 980

合 計
平成29年度末 ― 200 700 300 1,153
平成30年度末 ― 300 1,000 300 1,176

有価証券種類別残存期間別残高 （୯Ґɿඦສԁ）

区　　分 金　額 構成比 債務保証見返額

当組合預金積金
平成29年度末 1,510 4.4 0
平成30年度末 1,773 5.0 0

有 価 証 券
平成29年度末 21 0 0
平成30年度末 21 0 0

不 動 産
平成29年度末 9,932 29.0 225
平成30年度末 7,857 22.0 194

小 計
平成29年度末 11,464 33.4 225
平成30年度末 9,652 27.0 194

信用保証協会・
信 用 保 険

平成29年度末 154 0.4 0
平成30年度末 104 0.3 0

保 証
平成29年度末 2,118 6.2 50
平成30年度末 1,992 5.6 61

信 用
平成29年度末 20,620 60.0 48
平成30年度末 23,937 67 41

合 計
平成29年度末 34,357 100.0 324
平成30年度末 35,686 100.0 297

	 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （୯Ґɿඦສԁɺˋ）

資 金 調 達
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区　　分
平成29年度末 平成30年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
消費者ローン 605 18.0 646 20.1
住宅ローン 2,765 82.0 2,570 79.9
合 計 3,370 100.0 3,217 100.0

区　　分
平成29年度末 平成30年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 10,474 33.9 12,060 37.2
設 備 資 金 20,440 66.1 20,357 62.8
合 計 30,914 100.0 32,417 100.0

項　　目 平成29年度末 平成30年度末
貸 出 金 償 却 額 4 29

項　　目 平成29年度末 平成30年度末
期末残高 増減額 期末残高 増減額

一 般 貸 倒 引 当 金 94 △ 33 82 △ 10
個 別 貸 倒 引 当 金 588 4 556 △ 32
貸 倒 引 当 金 合 計 682 △ 29 639 △ 42

（注） 当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る
引当は行っておりません。

区　　分 平成29年度末 平成30年度末
固 定 金 利 貸 出 10,099 12,510
変 動 金 利 貸 出 24,258 23,176
合 計 34,357 35,686

業 種 別 平成29年度末 平成30年度末
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

製 造 業 787 2.3 746 2.1
農 業 、 林 業 2 0.0 7 0.0
漁 業 ― ― ― ―
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 ― ― ― ―
建 設 業 1,579 4.6 2,106 5.9
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 23 0.1 17 0.1
運 輸 業 、 郵 便 業 78 0.2 84 0.2
卸 売 業 、 小 売 業 102 3.0 1,272 3.6
金 融 業 、 保 険 業 187 0.5 36 0.1
不 動 産 業 15,280 44.5 18,055 50.6
物 品 賃 貸 業 155 0.5 72 0.2
学術研究、専門・技術サービス業 32 0.1 44 0.1
宿 泊 業 1,858 5.4 1,496 4.2
飲 食 業 1,107 3.2 1,017 2.9
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 5,663 16.5 4,659 13.1
教 育 、 学 習 支 援 業 37 0.1 36 0.1
医 療 、 福 祉 3 0.0 2 0.0
そ の 他 の サ ー ビ ス 1,206 3.5 1,379 3.9
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ―
小 　 　 　 　 　 　 　 計 29,023 84.5 31,034 87.0
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ―
個人（住宅・消費・納税資金等） 5,333 15.5 4,652 13.0
合 　 　 　 　 　 　 　 計 34,357 100.0 35,686 100.0

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

	 貸出金金利区分別残高	 （୯Ґɿඦສԁ） 	 貸出金償却額	 （୯Ґɿඦສԁ）

	 消費者ローン・住宅ローン残高	 （୯Ґɿඦສԁɺˋ）

	 貸出金使途別残高	 （୯Ґɿඦສԁɺˋ）

	 貸倒引当金の内訳	 （୯Ґɿඦສԁ）

	 貸出金業種別残高・構成比	 （୯Ґɿඦສԁɺˋ）

資 金 運 用
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●法令遵守体制
　法令等の遵守を経営の最重要課題の一つとして位置付け、理事長があ
らゆる機会を捉えて法令等遵守の重要性について全役職員に周知徹底す
ることにより、当組合の社会的責任を果たすことをその事業活動の前提
としております。
　役職員による法令等遵守を確実に実現するため、理事会において、当
組合の理念、役職員の行動指針及び組織体制を ｢コンプライアンス基本
方針｣、｢行動規範｣ 及び ｢法令等遵守規程｣ として定め、これに則った
業務運営を実践するための具体的な手引書として ｢コンプライアンス・
マニュアル｣ を制定するとともに、これらを全役職員に周知徹底してお
ります。
　法令等遵守を確保する組織体制としては、法令等遵守に関する基本的
事項は理事会で決定し、理事会の諮問機関としてコンプライアンス委員
会を設置しております。
　法令等遵守に関する具体的諸問題への対応はコンプライアンス統括部
署である総務部で一元的に所管するとともに、本部および各店舗にコン
プライアンス担当者を配置し法令等遵守の実施状況を管理監督させてお
ります。
　職員が法令等遵守の観点から疑義のある行為を知った場合であって、
所属部署の上司又はコンプライアンス担当者を介さず、直接コンプライ
アンス専担者に報告・相談を行うことができるコンプライアンス相談窓
口を設置しております。
　内部監査部門は、法令等遵守状況についての監査を実施し、その結果
を理事会及び監事に報告することとしております。

●苦情処理措置
　ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、お取引のあ
る営業店または下記の窓口をご利用ください。
　【窓口：「お客さまご相談窓口」】　0120-999-349
　受 付 日：月曜日～金曜日
　　　　　（土・日曜日、祝日および金融機関の休業日は除く）
　受付時間：午前 9時～午後 5時
　なお、苦情対応の手続きについては、別途リーフレットを用意してお
りますのでお申し付けいただくか、当組合ホームページをご覧下さい。
ホームページアドレス　https://www.keiji-shinkumi.net

●紛争解決措置
東京弁護士会　紛争解決センター（電話：03－3581－0031）
第一東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3595－8588）
第二東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3581－2249）
で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さま
は、上記「お客さまご相談窓口」または下記「しんくみ相談所」にお申
し出ください。
また、お客様から各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。
なお、前記東京・第一東京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、東
京都以外の各地のお客様にもご利用いただけます。
仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事
者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法も
あります。
　①　移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　②　現地調停： 東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋

人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システ
ム等により、共同して解決に当る。

　※ 移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませ
んのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。

　【一般社団法人全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および協会の休業日は除く）
　受付時間：午前 9時～午後 5時
　電　　話：03－3567－2456
　住　　所：〒104－0031　東京都中央区京橋 1 － 9 － 1
　　　　　　（全国信用組合会館内）
　保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。
　一般社団法人日本損害保険協会　そんぽADRセンター
 （電話：0570-022808）　　　　　

区 分 残 高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B＋C）/（A）

破 綻 先 債 権
平成29年度 85 6 79 100.00
平成30年度 26 3 23 99.24

延 滞 債 権
平成29年度 1,408 718 502 86.73
平成30年度 1,283 627 533 90.45

3か月以上延滞債権
平成29年度 38 38 2 100.00
平成30年度 44 42 2 100.00

貸出条件緩和債権
平成29年度 667 320 39 53.96
平成30年度 622 313 32 55.65

合 計
平成29年度 2,200 1,083 624 77.64
平成30年度 1,976 987 34 79.87

（注）1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手
続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている
債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

　　 2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政
状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息
の受取りができない可能性の高い債権です。

　　 3．「要管理債権」とは、「 3 か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」
に該当する貸出債権です。

　　 4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」
以外の債権です。

　　 5．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可
能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。

　　 6．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除し
た貸倒引当金です。

　　 7．金額は決算後（償却後）の計数です。

区 分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）/（A）

貸倒引当金引当率
（C）/（A-B）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成29年度 999 505 494 999 100.00 100.00
平成30年度 908 462 445 908 100.00 100.00

危 険 債 権
平成29年度 501 219 94 314 62.64 33.48
平成30年度 407 174 111 285 69.99 47.60

要管理債権
平成29年度 706 358 42 400 56.79 12.11
平成30年度 666 356 34 391 58.73 11.21

不良債権計
平成29年度 2,207 1,084 631 1,715 77.69 56.16
平成30年度 1,982 993 591 1,584 79.95 59.82

正 常 債 権
平成29年度 32,514
平成30年度 34,040

合 計
平成29年度 34,722
平成30年度 36,022

（注）1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込み
がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会
社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定に
よる更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定によ
る再生手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による破産
手続開始の申立てがあった債務者、④会社法の規定による特別清算開
始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債
務者、等に対する貸出金です。

　　 2．「延滞債権」とは、上記1.及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営
再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したも
の以外の未収利息不計上貸出金です。

　　 3．「 3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌
日から 3か月以上延滞している貸出金（上記1.及び2.を除く）です。

　　 4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的とし
て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記1.〜3.を除く）です。

　　 5．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及
び保証による回収が可能と認められる額です。

　　 6．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対し
て引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に
対する貸倒引当金は含まれておりません。

　　 7．「保全率（B＋C）／（A）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・
保証、貸倒引当金を設定している割合です。

　　 8．これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可
能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の
金額であり、全てが損失となるものではありません。

経 営 内 容

法令遵守体制

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

	 リスク管理債権及び同債権に対する保全額	（୯Ґɿඦສԁɺˋ）

	 	 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額	（୯Ґɿඦສԁɺˋ）
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●リスク管理体制
　─	定性的事項	─
◦自己資本調達手段の概要
◦自己資本の充実度に関する評価方法の概要
◦信用リスクに関する事項
◦信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
◦派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリス
ク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし

◦証券化エクスポージャーに関する事項…該当事項なし
◦オペレーショナル・リスクに関する事項
◦協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第四十四号）

第三条第五項第三号に規定する出資その他これに類するエクスポージャー又
は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

◦金利リスクに関する事項

●自己資本調達手段の概要
発 行 主 体 京滋信用組合 ― ―
資本調達手段の種類 普通出資 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 1,348百万円 ― ―
償 還 期 限 ― ― ―
一定の事由が生じた場合に償還等を可
能とする特約がある場合は、その概要 ― ― ―

注． 当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等により構
成されております。

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当組合では、内部留保による自己資本の積上げ等を行うことにより
自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を充分に保っております。
　自己資本の充実度に関しまして、自己資本比率については、国内基
準である 4％を上回っており、繰延税金資産につきましては、自己資
本に占める割合から、ほとんど依存しておりません。
　平成31年 3 月末現在の自己資本比率は7.31％となっております。
　一方、将来の自己資本充実策については、年度ごとに掲げる収支計
画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による自己資本
の積上げを第一義的な施策として考えております。

●信用リスクに関する事項
リスクの説明及び
リスク管理の方針

　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化
などにより、当組合が損失を受けるリスクをいいます。

管理体制

　当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最
重要のリスクであるとの認識のうえ、安全性、公共
性、流動性、成長性、収益性の 5原則に則った厳正
な判断を行なうべく、「定款」附記事項の定めのも
と「業務の種類及び方法書」に「融資審査に関する
規則」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すと
ともに、信用リスク管理を行っております。

評価・計測

　信用リスクの計測にあたっては、信用リスク管理
システムを導入し、活用しております。
　個別の審査にあたりましては、審査管理部門と営
業推進部門を互いに分離し、相互に牽制が働く体制
としています。
　さらに、経営陣や外部顧問の参加のもと融資審査
委員会を定期的に開催しており、リスク管理委員会、
ALM委員会においても業種集中リスク、大口集中
リスク等信用リスク管理における重要な事項を協
議・検討しております。

　■貸倒引当金の計算基準
　　貸倒引当金は、「自己査定マニュアル」及び「償却・引当基準」に
基づき、営業店、審査管理部門を経て、営業担当部門から独立してい
る自己査定担当部門により債務者区分ごとに算定し、自己査定委員会
で決定しております。

　　一般貸倒引当金にあたる正常先、要注意先及び要管理先について
は、債務者区分ごとの債権額にそれぞれ貸倒実績率に基づいた予想損
失率を乗じて算出しております。

　　また、破綻懸念先の個別貸倒引当金に関しては、貸倒実績率に基づ
いた予想損失率を乗じて算出しております。

　　実質破綻先、破綻先については、担保額を除いた非保全額に対して、
算出しております。

　　尚、それぞれの結果については、監事及び監査法人の監査を受ける
など、適正な計上に努めております。

　■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　　当組合では、すべての法人等に一律100％のリスク・ウェイトを適
用しており、格付によるリスク・ウェイトは使用していません。

　　よって適格格付機関等は定めておりません。

　■	エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する
適格格付機関等の名称

　　当組合では、すべての法人等に一律100％のリスク・ウェイトを適
用しており、格付によるリスク・ウェイトは使用していません。

　　よって適格格付機関等は定めておりません。

●対象役員
　 　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤の
理事及び常勤監事をいいます。

　 　対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報
酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として
退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

　⑴ 報酬体系の概要
　【基本報酬及び賞与】
　 　 非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会に

おいて、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を
決定しております。

　 　 そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等
を、各理事の賞与額については前年度の業績等を勘案し、理事長は
理事会で、他の常勤の理事は常任理事会において決定しております。

　 　 また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議
により決定しております。

　【退職慰労金】
　 　 退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退

任時に総代会の承認を得た後、支払っております。
　 　 なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関し

て、主として次の事項を役員退職慰労金規定で定めております。
　　　a．決定方法　b．支払手段　c．決定時期と支払時期

　⑵ 役員に対する報酬
（単位：千円）

区 分 当期中の報酬支払額 総代会等で定められた報酬限度額
理 事 44,675 50,000
監 事 8,301 10,000
合 計 52,977 60,000

注 1． 上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙
様式第 4号「附属明細書」における役員に対する報酬です。

注 2． 支払人数は、理事 8名、監事 2名です。（退任役員も含む）
注 3． 上記以外に支払った役員退職慰労金は、理事30,659千円です。

●対象職員等
　 　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組
合の非常勤役員、当組合の職員、当組合の主要な連結子法人等の役職
員であって、対象役員が受ける報酬額と同等額以上の報酬等を受ける
者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をい
います。

　 　なお、平成30年度において、対象職員等に該当するものはいません
でした。

　　注 1． 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
　　注 2． 「主要な連結子法人等」とは、当組合の連結子法人等のうち、

当組合の連結総資産に対して 2％以上の資産を有する会社等
をいいます。

　　注 3． 「同等額」とは、平成30年度に対象役員に支払った報酬等の
平均額としております。

　　注 4． 当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給
与規定」及び「退職金規定」、「賞与支給基準」に基づき支払っ
ております。

　　　　　 　なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融
機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益
を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬と
なっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす
報酬体系はありません。

経 営 内 容

報酬体系について
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　■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　　信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減化す
るための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証な
どが該当します。

　　当組合では、融資の取上げに際し、資金使途、返済財源、財務内容、
事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可否を判断してお
り、担保や保証に過度に依存しないようにしております。

　　ただし、審査の結果、担保又は保証が必要な場合は、お取引先への
十分な説明とご理解をいただいたうえで、ご契約いただくなど適切な
取扱いに努めております。

　　当組合が扱う担保には、当組合預金・積金、不動産等、保証には人
的保証、信用保証協会保証、民間保証等がありますが、その手続につ
いては、組合が定める「不動産担保の事務取扱要領」、「人的担保の事
務取扱要領」、「不動産担保評価・設定基準規程」等により、適切な事
務取扱い及び適正な評価を行っております。

　　当組合では、提供する目的や適用範囲を明確にした差入書に基づく
当組合預金・積金担保に信用リスク削減手法を用いており、貸出金と
当組合預金・積金との相殺による手法等は用いておりません。

　■	派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリ
スク管理の方針及び手続の概要

　　該当事項はありません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
リスクの説明及び
リスク管理の方針

　当組合では、行っておりません。

管理体制
評価・計測

　■再証券化エクスポージャーの有無
　　該当事項はありません。
　■	「証券化取引における格付の利用に関する基準」に規定する体制・

運用状況
　　当組合では、行っておりません。
　■信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針
　　当組合では、行っておりません。
　■	証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算

出に使用する方式の名称
　　当組合では、行っておりません。
　■	証券化取引に関する会計方針
　　当組合では、行っておりません。
　■	証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使

用する適格格付機関の名称
　　当組合では、行っておりません。

●オペレーショナル・リスクに関する事項

リスクの説明
及びリスク
管理の方針

　オペレーショナル・リスクは、業務運営上、可能
な限り回避すべきリスクであり、当組合では、「オ
ペレーショナルリスク管理方針」を踏まえ、管理体
制を整備するとともに、リスクの顕在化の未然防止
及び発生時の影響度の極小化に努めています。

管理体制

　事務リスクについては、「事務リスク管理規定」
に基づき本部に事務管理担当部門を設け営業店と一
体となり、厳正な事務取扱いを心掛けることはもち
ろんのこと、日頃の事務指導や研修体制を強化し、
牽制・検証機能として内部検査などに取組み、事務
レベルの向上に努めております。
　システムリスクについては、「システムリスク管
理規程」に基づき、安定した業務の遂行ができるよ
う、多様化かつ複雑化するリスクに対して、管理態
勢の強化に努めております。
　その他のリスクについては、「お客様相談窓口」
の設置による苦情に対する適切な対応、商品等に対
する説明態勢の整備など、顧客保護の観点を重視し
た管理態勢の整備に努めております。

評価・計測

　これらのリスクの状況については、コンプライア
ンス委員会、リスク管理委員会をはじめ、各種委員
会にて定期的に協議・検討を行うとともに、経営陣
に報告する態勢を整備しております。

　■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　　当組合では、基礎的手法を採用しております。

●	出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポー
ジャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項

リスクの説明
及びリスク
管理の方針

　銀行勘定における出資その他または株式等エク
スポージャーにあたるものは、株式、出資金等が該
当し、当組合が定める「余裕資金運用規程」、「有価
証券等の保有目的区分規程」等に基づいた適正な運
用・管理を行っております。

管理体制

　リスクの状況は、定期的に測定・把握するととも
に、自己査定委員会、ALM委員会をはじめとする各
種委員会で定期的に協議・検討を行い、経営陣へ報
告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。

評価・計測

　当該取引にかかる会計処理については、日本公認
会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に
従った、適正な処理を行っております。
　当組合では、預け金・金融債以外に投資信託、外
国証券について余裕資金運用を行っております。

●金利リスクに関する事項

リスクの説明
及びリスク
管理の方針

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける
資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指
します。

管理体制 　当組合においては、双方ともに定期的な評価・測
定を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。

評価・計測

　金利ショックを200BPと想定した場合の銀行勘
定の金利リスク（市場金利が上下に 2％変動した時
の現在価値変化額）の測定や、金利更改を勘案した
期間収益シミュレーションによる収益への影響度な
ど、信用組合業界で構築したSKC－ALMシステム
を用いて定期的に計測を行い、ALM委員会で協議・
検討するとともに、必要に応じて経営陣へ報告を行
うなど、資産・負債の最適化に向けたリスク・コン
トロールに努めております。

　■内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
　　金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算定しております。
　◦計測手法
　　SKC－ALMシステムの再評価方式による内部計算方式
　◦コア預金
　　対　　象：流動性預金のうち有利息預金（普通、貯蓄預金等）
　　算定方法： 流動性預金のうち有利息預金基準日残高の50％相当額と

し、適正性を別途検証のうえで対応
　　満　　期：2.5年
　◦金利感応資産・負債
　　預貸金、有価証券、預け金、その他の金利・期間を有する資産・負債
　◦金利ショック幅
　　200BP（ 2％）平行移動
　◦リスク測定の頻度
　　月次（前月末基準）
 （単位：百万円）

IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ

△EVE
当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 250
2 下方パラレルシフト 0
3 スティープ化 280
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 280

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 3,110
（注 1）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
（注 2） 「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示第 3号（平成31年 2

月18日）による改正により、平成31年 3月末から金利リスクの定義と計測方法等が
変更になりました。このため、開示初年度につき、当期末分のみを開示しております。 
　なお、前年度開示しておりました旧基準による「金利リスクに関して内部管理
上使用した金利ショックに対する損益・経済価値の増減額」（平成29年度）は、68
百万円でございます。この算出に使用した金利ショックは、旧アウトライヤー基
準に係る99パーセンタイル値であり、当期末の△EVEとは計測定義等が異なりま
す。このため、両者の計数の差異が金利リスクの増減を示すものではありません。
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　―	定量的事項	―
・自己資本の構成に関する事項…自己資本の充実状況P. 7 をご参照く
ださい

・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスク（信用リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクス
ポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項

・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
…該当事項なし

●自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）
平成29年度 平成30年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額
イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 37,524 1,500 40,691 1,627

①  標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポー
ジャー 37,674 1,506 40,691 1,627

（ⅰ）ソブリン向け 90 3 19 0
（ⅱ）金融機関向け 4,711 188 4,346 173
（ⅲ）法人等向け 11,473 458 10,945 437
（ⅳ）中小企業等・個人向け 1,754 70 1,896 75
（ⅴ）抵当権付住宅ローン 377 15 116 4
（ⅵ）不動産取得等事業向け 14,784 591 17,660 706
（ⅶ）三月以上延滞等 394 15 920 36
（ⅷ）出資等 197 7 196 7

出資等のエクスポージャー 197 7 196 7
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

（ⅸ）他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

250 10 ― ―

（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等であって
コア資本に係る調整項目の額に算入されなかっ
た部分に係るエクスポージャー

207 8 829 33

（ⅹⅰ）その他 3,432 137 3,759 150
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー ― ―

ルック・スルー方式 ― ―
マンデート方式 ― ―
蓋然性方式（250%） ― ―
蓋然性方式（400%） ― ―
フォールバック方式（1,250%） ― ―

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 0 0 ― ―
⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャー
に係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかっ
たものの額

△ 150 △ 6 ― ―

⑥ CVAリスク相当額を8％で除して得た額 ― ― ― ―
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ．オペレーショナル・リスク 1,864 74 1,856 74
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 39,389 1,575 42,547 1,701

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額× 4％
　　 2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　　 3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、

地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際
通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。

　　 4．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブ
リン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーの
ことです。

　　 5．「その他」とは、（ⅰ）〜（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には有形・無形固定資産等が含まれます。
　　 6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
　粗利益（直近 3年間のうち正の値の合計額）×15％ ÷ 8％　直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年数

　　 7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額× 4％

・証券化エクスポージャーに関する事項…該当事項なし
・出資等エクスポージャーに関する事項
・リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関す
る事項

・金利リスクに関する事項…P.14をご参照ください

資 料 編

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　当組合では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒
引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取扱っておりますが、P.11の「一般
貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額」及びP.17の「業種別の個別
貸倒引当金及び貸出金償却の残高等」には当該引当金の金額は含めておりません。

リスク管理体制
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●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）	 （単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、コミットメン
ト及びその他のデリバ
ティブ以外のオフ・バ
ランス取引

債　　　券 デリバティブ取引

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度
国 内 59,985 60,595 34,682 35,984 1,195 1,599 ― ― 713 618
国 外 956 980 ― ― 402 418 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 60,941 61,575 34,682 35,984 1,597 2,017 ― ― 713 618
製 造 業 787 746 787 746 ― ― ― ― 38 ―
農 業 、 林 業 2 7 2 7 ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 1,578 2,106 1,577 2,106 ― ― ― ― ― 36
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 23 17 23 17 ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 77 84 77 84 ― ― ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 1,016 1,272 1,015 1,272 ― ― ― ― ― 4
金 融 業、 保 険 業 22,044 20,761 187 36 ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 15,329 18,071 15,313 18,055 ― ― ― ― ― 53
物 品 賃 貸 業 108 72 108 72 ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 29 44 29 44 ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 1,860 1,498 1,858 1,496 ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 1,064 1,017 1,063 1,017 ― ― ― ― 13 6
生活関連サービス業、娯楽業 5,667 4,659 5,662 4,659 ― ― ― ― 520 446
教 育、 学 習 支 援 業 37 36 37 36 ― ― ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 3 2 3 2 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 1,211 1,379 1,205 1,379 ― ― ― ― 35 0
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国・地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個 人 5,736 4,949 5,729 4,949 ― ― ― ― 105 70
そ の 他 4,362 4,827 ― ― 1,597 2,017 ― ― ― ―
業 種 別 合 計 60,941 61,575 34,682 35,984 1,597 2,017 ― ― 713 618
１ 年 以 下 29,542 12,869 8,838 11,125 ― ― ― ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 2,675 16,563 2,675 1,888 ― ― ― ―
３ 年 超 ５ 年 以 下 2,563 5,524 2,363 2,324 200 200 ― ―
５ 年 超 ７ 年 以 下 2,147 2,885 1,675 2,322 472 563 ― ―
７ 年 超 10 年 以 下 5,063 4,784 3,865 3,467 625 755 ― ―
10 年 超 15,758 15,667 14,958 14,667 300 499 ― ―
期間の定めのないもの 1,111 1,147 305 188 ― ― ― ―
そ の 他 2,079 2,133 ― ― ― ― ― ―
残 存 期 間 別 合 計 60,941 61,575 34,682 35,984 1,597 2,017 ― ―

（注）1． 「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメ
ントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　　 2． 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3か月以上延滞している者に係るエクスポージャー
のことです。

　　 3． 上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分や期間区分に分類することが
困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形・無形固定資産等が含まれます。

　　 4． CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　 5．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）

経理・経営内容
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●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等
 （単位：百万円）

業 種 別

個別貸倒引当金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度
製 造 業 189 192 192 192 ― ― 189 192 192 192 ― ―
農 業 、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 ― 9 9 32 ― ― ― 9 9 32 ― ―
電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 6 ― ― ― 6 ― ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 7 ― ― 4 7 ― ― ― ― 4 4 ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 48 42 42 34 ― ― 48 42 42 34 ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 2 3 3 ― 0 ― 2 3 3 ― ― 1
生活関連サービス業、娯楽業 206 276 276 241 ― 87 206 189 276 241 ― 27
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 58 ― ― 0 ― ― 58 ― ― 0 ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国・地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個 人 65 66 66 49 ― ― 65 66 66 49 ― ―
合 計 584 588 588 556 13 87 571 501 588 556 4 29

（注）1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　 2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

経 営 内 容
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●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　該当事項はありません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
　●オリジネーターの場合
　　該当事項はありません。

　●投資家の場合
　　該当事項はありません。

●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
 （単位：百万円）

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

平成29年度 平成30年度
格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0% ― 2,892 ― 3,065
10% ― 125 ― 87
20% ― 22,533 ― 21,295
35% ― 990 ― 332
50% ― 1,110 ― 1,299
75% ― 2,427 ― 2,671
100% ― 30,836 ― 31,894
150% ― 25 ― 604
250% ― ― ― 324

1,250% ― ― ― ―
合 計 ― 60,941 ― 61,575

（注）1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　 2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　 3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポー

ジャーは含まれておりません。

●信用リスク削減手法に関する事項
●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
 （単位：百万円）

信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保証 クレジット・デリバティブ
平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

信用リスク削減手法が適用されたエ
クスポージャー 1,807 2,050 ― ― ― ―

（注）1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　　 2．上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証された

エクスポージャー）、第46条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。
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区　　　　　分 平成29年度末 平成30年度末
全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会 317 291
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 15 12
合 　 　 　 　 　 　 　 　 計 333 304

■全国信用協同組合連合会/96.05％        

■株式会社日本政策金融公庫3.95％      

そ の 他 業 務

該当事項はありません。

該当事項はありません。 該当事項はありません。

該当事項はありません。

（注）地方債、政府保証債は取り扱っておりません。

国 際 業 務 証 券 業 務

●出資等エクスポージャーに関する事項
●貸借対照表計上額及び時価等
	 （単位：百万円）

区　分 平成29年度 平成30年度
貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価

上 場 株 式 等 ― ― ― ―
非 上 場 株 式 等 404 ― 520 ―
合 計 404 ― 520 ―

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて記載し
ています。

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
 （単位：百万円）

平成29年度 平成30年度
売 却 益 ― ―
売 却 損 ― ―
償 却 ― ―

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

●	貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない	 	
評価損益の額

 （単位：百万円）
平成29年度 平成30年度

評 価 損 益 △ 43 △ 19
（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、

その他有価証券の評価損益です。

●	貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
 （単位：百万円）

平成29年度 平成30年度
評 価 損 益 ― ―

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び
関連会社の評価損益です。

　●	リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関
する事項

　　該当事項はありません。

	 代理貸付残高の内訳	 （୯Ґɿඦສԁ） 平成30年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

	 公共債引受額	 （୯Ґɿඦສԁ）

	 公共債窓販実績	 （୯Ґɿඦສԁ）

	 外国為替取扱高	 （୯Ґɿઍυϧ）

	 外貨建資産残高	 （୯Ґɿઍυϧ）
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種　　　　　　　類 料　　金

振
　
　
　
　
　
込

当組合本支店あて（窓口、ネットバンキング） 無料

他

行

宛

窓口扱い 電信扱
5万円未満 648円
5 万円以上 864円

定額自動
送金扱い

組合員の方
5万円未満 216円
5 万円以上 324円

組合員で
ない方

5万円未満 432円
5 万円以上 540円

インターネット
バンキング

組合員の方
5万円未満 216円
5 万円以上 324円

組合員で
ない方

5万円未満 432円
5 万円以上 540円

で
ん
さ
い
ネ
ッ
ト

当初登録 1,080円
月額の基本手数料 無料
発生記録（債務者請求方式） 324円
発生記録（債権者請求方式） 324円
譲渡記録 324円
分割（譲渡）記録 324円
保証記録 108円
変更記録 108円
通常開示 108円
特例開示 郵送が伴う場合は別途

｢実費｣ を請求します
3,240円

残高証明書（都度発行方式） 4,320円
送金 送金小切手 864円

代
金
取
立

代金取立手数料
一部交換所宛・一部本支店間 無　料
その他 864円

振込・送金・取立手形の組戻料 864円
不渡手形返却料 864円

当
座
預
金

小切手帳	 1 冊（50枚） 648円
署名判印刷小切手帳	 1 冊（50枚） 864円
約束手形・為替手形帳	 1 冊（50枚） 864円
署名判印刷約束手形・為替手形帳	 1 冊（50枚） 1,080円
マル専手形	 （ 1 枚につき） 324円

自己宛小切手発行 540円
通帳証書等再発行 540円
キャッシュカード再発行 540円
ローンカード発行・再発行 無　料
カードローン口座維持手数料 無　料
ネットバンキング利用者カード再発行手数料 1,080円
証明書発行
手数料 残高証明書

一般向け	 1 通 324円
監査法人向け	 1 通 1,080円

貯蓄預金出金
手数料

Ⅰ型
（30万円）

1ヶ月当り 5回まで 無　料
1 ヶ月当り 6回目以降 1回につき 108円

Ⅱ型（10万円） 無　料

株式等払込金
手数料

払込金2千万円以上の場合	 払込金の1,000分の2と消費税
払込金2千万円未満の場合	 払込金の1,000分の3と消費税
ただし、最低取扱手数料	 5,000円と消費税

個人データ
開示等手数料

店頭での請求、受渡	 1 通 1,080円
郵送時の加算額 432円

両替手数料

    1枚～  100枚 無　料
  101枚～  300枚 108円
  301枚～  500枚 216円
  501枚～1,000枚 432円
1,001枚～1,000枚毎に加算額 432円
集配金手数料 3,240円

そ の 他 業 務

種　　　　　　　類 料　　金

住宅ローン

条件変更手数料 3,240円
一部繰上返済手数料 3,240円

期限前全額
返済手数料

借入後 3年以内 3,240円
借入後 5年以内 2,160円
借入後 7年以内 1,080円
借入後 7年超 無　料

期限前全額返済手数料
（当初借入 1億円以上

借入期間 7年超）

借入後 3年以内（元金100万円当たり） 20,000円
借入後 5年以内（元金100万円当たり） 14,000円
借入後 7年以内（元金100万円当たり） 10,000円

当組合ATM手数料（ 1回につき） 当組合カード 他金融機関カード
平日18時まで 無　料 108円

不動産調査
手数料

信用組合営業エリ
ア内の不動産担保
設定（調査）

不動産筆数×1,080円

信用組合営業エリ
ア外の不動産担保
設定（調査）

不動産筆数×1,080円＋32,400円
＋実費交通費

信用組合営業エリ
ア外での取引を伴
う担保抹消

21,600円＋実費交通費

（上記の手数料には消費税を含んでいます）

	 主な手数料一覧 （ྩ࿨ ø ೥ ý ݄຤ࡏݱ）

͸౰૊合ͷฏ੒ú÷೥ࢲ　 û ݄ ø ೔͔Βฏ੒úø೥ ú ݄úø೔·Ͱͷୈøÿظͷ
事業೥౓ʹ͓͚Δିआରরදɺଛӹࢉܭॻٴͼ৒༨ۚॲ෼ࢉܭॻ（ຢ͸
ଛࣦۚॲ理ࢉܭॻ）ͷదਖ਼ੑɺٴͼಉॻྨ࡞੒ʹ係Δ಺部監査ͷ༗ޮੑ
Λ֬ೝ͍ͨ͠·ͨ͠ɻ
　　ྩ࿨ ø ೥ ý ݄ùø೔

ژ　 ࣎ ৴ ༻ ૊ 合
　理事長　　　େ　ੴ　஌　࢙

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

　౰৴༻૊合͸ɺڠಉ૊合ʹΑΔۚ融事業ʹؔ͢Δ๏཯ୈ ü ৚ͷ ÿ ୈ ú
定͢Δʮಛ定৴༻૊合ʯʹ֘౰͓ͯ͠Γ·͢ͷͰɺʮିआରরදʯنʹ߲

ʮଛӹࢉܭॻʯʮ৒༨ۚॲ෼ࢉܭॻʯ౳ʹ͖ͭ·ͯ͠͸ɺ会ܭ監査ਓͰ͋
Δʮ監査๏ਓアイɾϐʔɾΦʔʯͷ監査Λड͚͓ͯΓ·͢ɻ

法定監査の状況

区　　　　分
平成29年度末 平成30年度末

件　数 金　額 件　数 金　額

送金・振込
他の金融機関向け 18,863 30,051 18,476 31,585
他の金融機関から 19,149 36,159 20,838 32,070

代金取立
他の金融機関向け 329 125 304 145
他の金融機関から 67 79 43 16

	 内国為替取扱実績	 （୯Ґɿඦສԁ）
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Ａɽ༬ۚ業務
　イ　預　金・定期積金

当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期
積金、別段預金、納税準備預金を取扱っております。

̗ɽିग़業務
　イ　貸　付

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。
　ロ　手形の割引

商業手形の割引を取扱っております。

̘ɽ঎඼༗Ձূ݊ചങ業務
取扱っておりません。

̙ɽ༗Ձূ݊౤資業務
資金運用のため社債、株式等に投資しております。

̚ɽ಺ࠃҝସ業務
送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。

̛ɽ外ࠃҝସ業務
全国信用協同組合連合会の取次業務として輸出、輸入及び外
国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。

̜ɽࣾ࠴डୗٴͼొ࿥業務
取扱っておりません。

̝ɽۚ融ઌ෺औҾ౳ͷडୗ౳業務
取扱っておりません。

̞ɽෟଳ業務
　イ　債務の保証業務
　ロ　代理業務
　　　全国信用協同組合連合会、㈱日本政策金融公庫
　ハ　地方公共団体の公金取扱業務
　ニ　株式払込金の受入代理業務

■	主要な事業の内容

当組合および子会社等の概況

࿈݁ର৅ࢠ会ࣾͰ͋Δࣜג会ࣾ,+4ΛؚΉ౰૊合ͷฏ੒ú÷೥౓࿈݁会ܭ೥౓事業੒੷͸次ͷͱ͓ΓͰ͍͟͝·͢ɻ

ʲ༬ۚੵۚʳ༬ۚ͸ɺ૊合員༷Λ͸͡Ίͱ͓ͯ͠औҾઌօ͞·ͷੵۃతͳ͝ྗڠʹΑΓɺฏ੒úø೥ ú ݄຤ͰüüóÿûúඦສԁΛ֬อ͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖·ͨ͠ɻ
ʲି ग़ ۚʳିग़ۚ͸ɺ૊合員ͷ資ۚधཁʹੵۃతʹ͓Ԡ͑ͨ͜͠ͱʹΑΓɺظ຤ߴ࢒úüóýøûඦສԁͱͳΓऩӹ֬อʹد༩͠·ͨ͠ɻ
ʲ७ 資 ͸úó÷þøඦສԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ࢈७資ظ定͸øóúûýඦສԁͱͳΓɺ಺部ཹอͱ合Θͤͯ౰צʳී௨ग़資࢈
ʲଛ　　ӹʳฏ੒ú÷೥౓ͷࢠ会ࣾ事業ͷଛӹۚ͸ɺ୯ମܾࢉʹ͓͖·ͯ͠͸øþඦສԁͷ७རӹΛ্͠ܭ·ͨ͠ɻ

૊合ͱࢠ会ࣾͷ࿈݁ʹΑΔଛӹۚ͸øûÿඦສԁͷ७རӹΛ্͢ܭΔ͜ͱͱͳΓ·ͨ͠ɻ

ฏ੒ú÷೥౓࿈݁会ܭ೥౓ʹ͓͖·ͯ͠͸Ҏ্ͷΑ͏ͳ݁ՌͱͳΓ·ͨ͠ɻ

˓　౰૊合͸ɺ本店ΛؚΉ ü 営業店ฮͰ༬ۚ業務ɺିग़業務ɺ಺ࠃҝସ業務Λத৺ʹ֤छۚ融αʔϏスΛఏ͓ͯ͠ڙΓ·͢ɻ
ͷ௞ିΛ͓͜ͳ͍ͬͯ·͢ɻ࢈ͷリʔス事業͓Αͼෆಈ࢈会ࣾ,+4͸ɺ事業༻ಈࣜג　˓

会 社 名 株式会社KJS

所 在 地 京都府京都市右京区西院三蔵町20－ 2
（京滋信用組合　本店 2階）

業 務 内 容 リース業務、不動産賃貸業務
設 立 年 月 平成23年 8 月 1 日
資 本 金 100百万円
当組合が保有する議決権割合 100％
当信用組合子会社が保有する議決権割合 0 ％

（注）上記「子会社」は、協同組合による金融事業に関する法律第 4条の 2（信用協同組
合の子会社の範囲等）に規定する会社です。

連結の事業概況

当組合および子会社等の主要事業内容

	 子会社等の状況	 （ฏ੒úø೥ ú ݄຤ࡏݱ） 組織構成

当 組 合

株式会社KJS

（100％出資）

（子会社）
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科　　　　目 金　　額
（ 資 産 の 部 ） 平成29年度 平成30年度
現 金 預 け 金 22,505,322 21,292,041
有 価 証 券 2,253,790 2,676,622
貸 出 金 34,202,292 35,614,835
そ の 他 資 産 615,426 613,918
有 形 固 定 資 産 1,047,314 1,047,314
無 形 固 定 資 産 4,553 7,015
繰 延 税 金 資 産 16,359 22,073
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 324,995 297,358
貸 倒 引 当 金 △ 685,906 △ 640,401
資 産 の 部 合 計 60,284,148 60,930,778

科　　　　目 平成29年度 平成30年度
（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ― ―
資 本 剰 余 金 増 加 高 ― ―
資 本 剰 余 金 減 少 高 ― ―
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ― ―

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 1,494,825 1,610,012
利 益 剰 余 金 増 加 高 129,055 148,179

当 期 純 利 益 129,055 148,179
利 益 剰 余 金 減 少 高 13,916 13,964

配 当 金 13,916 13,964
利 益 剰 余 金 期 末 残 高 1,609,964 1,744,228

科　　　　目 金　　額
（ 負 債 の 部 ） 平成29年度 平成30年度
預 金 積 金 55,244,526 55,843,240
借 用 金 1,200,000 1,200,000
そ の 他 負 債 339,973 333,264
賞 与 引 当 金 24,209 29,585
役 員 賞 与 引 当 金 ― ―
退 職 給 付 引 当 金 148,056 129,864
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 51,959 26,184
そ の 他 の 引 当 金 0 244
繰 延 税 金 負 債 ― ―
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 324,905 297,358,726
負 債 の 部 合 計 57,334,103 57,859,742

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 1,383,440 1,346,798
利 益 剰 余 金 1,609,964 1,744,228
組 合 員 勘 定 合 計 2,993,404 3,091,026
その他有価証券評価差額金 △	43,360 △	19,990
純 資 産 の 部 合 計 2,950,044 3,071,036
負債及び純資産の部合計 60,284,148 60,930,778

財 産 の 状 況

科　　　　　　　目 平成29年度 平成30年度
経 常 収 益 1,221,379 1,159,578

資 金 運 用 収 益 1,113,387 1,082,263
貸 出 金 利 息 1,058,270 1,031,546
預 け 金 利 息 24,168 22,427
有価証券利息配当金 22,668 20,009
そ の 他 の 受 入 利 息 8,280 8,280

役 務 取 引 等 収 益 38,715 37,972
そ の 他 業 務 収 益 1,041 6,316
そ の 他 経 常 収 益 68,234 33,026

経 常 費 用 964,912 978,841
資 金 調 達 費 用 126,531 113,384

預 金 利 息 119,091 106,957
給付補てん備金繰入額 7,439 6,427

役 務 取 引 等 費 用 35,226 32,674
そ の 他 業 務 費 用 17,354 21,771
経 費 745,140 746,845
そ の 他 経 常 費 用 40,659 64,163

貸 出 金 償 却 4,054 29,273
そ の 他 の 経 常 費 用 36,604 17,510

経常利益（又は経常損失） 256,466 180,737
特 別 利 益 ― 27

固 定 資 産 処 分 益 ― 27
特 別 損 失 47,008 51

固 定 資 産 処 分 損 83 51
減 損 損 失 46,925 ―

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 209,458 180,713
法人税、住民税及び事業税 82,230 38,247
法 人 税 等 調 整 額 △	1,827 △	5,713
法 人 税 合 計 80,403 32,533
当期純利益（又は当期純損失） 129,055 148,179
前 期 繰 越 金 262,909 338,048
当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金） 391,694 486,228
（注）1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　　 2．出資 1口当りの当期純利益　₉2円₉8銭

	 連結貸借対照表	 （୯Ґɿઍԁ）

	 連結剰余金計算書 （୯Ґɿઍԁ） 	 連結損益計算書 （୯Ґɿઍԁ）
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項　　　　目 平成30年度
経過措置による不算入額

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 ⑴
普 通 出 資 又 は 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 に 係 る 組 合 員 勘 定 又 は 会 員 勘 定 の 額 3,048

う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 1,346
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 1,715
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （△） 13
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 83
う ち 、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 83
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ―

適 格 旧 資 本 調 達 手 段 の 額 の う ち、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ―
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ―
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 イ 3,132
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 ⑵
無 形 固 定 資 産（ モ ー ゲ ー ジ・ サ ー ビ シ ン グ・ ラ イ ツ に 係 る も の を 除 く。） の 額 の 合 計 額 5 ―

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―
う ち 、 の れ ん 及 び モ ー ゲ ー ジ・サ ー ビ シ ン グ・ラ イ ツ に 係 る も の 以 外 の 額 5 ―

繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。） の 額 ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―
負 債 の 時 価 評 価 に よ り 生 じ た 時 価 評 価 差 額 で あ っ て 自 己 資 本 に 算 入 さ れ る 額 ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―
自 己 保 有 普 通 出 資 等（ 純 資 産 の 部 に 計 上 さ れ る も の を 除 く。） の 額 ― ―
意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
特 定 項 目 に 係 る 1 0 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ―

う ち、 そ の 他 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 に 該 当 す る も の に 関 連 す る も の の 額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち、 繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。） に 関 連 す る も の の 額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 1 5 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ―
う ち、 そ の 他 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 に 該 当 す る も の に 関 連 す る も の の 額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち、 繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。） に 関 連 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 ロ 5
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 ( イ － ロ  ) ハ 3,127
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ⑶
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 40,756

う ち、 経 過 措 置 に よ り リ ス ク・ ア セ ッ ト の 額 に 算 入 さ れ る 額 の 合 計 額 ―
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。） ―
う ち 、 繰 延 税 金 資 産 ―
う ち 、 前 払 年 金 費 用 ―
う ち、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ―
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ―

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル・リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を ８ パ ー セ ン ト で 除 し て 得 た 額 1,856
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ―
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 （ ニ ） 42,612
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 ( ハ － ニ  ) 7.33%

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の 2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会
がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当
組合は国内基準を採用しております。

財 産 の 状 況

区　　　　分 平成30年度
経 常 収 益 1,159,578
経 常 利 益 180,737
当 期 純 利 益 148,179
総 資 産 額 60,930,778
純 資 産 額 3,071,036
連結自己資本比率 7.33％

	 連結自己資本の充実状況	 （୯Ґɿඦສԁ）

	 主要な連結経営指標の推移	 （୯Ґɿઍԁ）
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　౰૊合͸ɺʮ͓٬༷ͷ͜ͱΛ࠷΋Α͘஌Δɺ࠷΋਎ۙͳ਌͠Έ΍͍͢
ۚ融ؔػʯͱͯ͠ɺ஍Ҭʹ͓͚Δ事業ͷҭ੒ɾൃల΍ݸਓͷ๛͔ͳ฻Β
ͮ͘͠ΓͳͲʹඞཁͱ͞ΕΔ資ۚͷԁ׈ͳڅڙͱۚ融αʔϏスͷఏ͕ڙ
ୈҰͷ໋࢖Ͱ͋Δ΋ͷͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
　·ͨɺҰํͰɺ͜ΕΒۚ融αʔϏスͷఏ͚ͩڙͰͳ͘ɺ૊合員૬ؒޓ
ͷ਌ກͱަྲྀΛਤΔ஍ҬコϛϡχςΟʔηンλʔͱͯ͠஍Ҭʹີணͨ͠
ଟछଟ༷ͳαʔϏスɺ৘ใͷఏڙ౳Λ͜͏ߦͱͰɺ૊合員Λத৺ͱͨ͠
จԽɾࣾ会ɾ෱׆ࢱಈʹݙߩͰ͖ΔΑ͏౒Ίɺ͓٬༷͔ΒʮѪ͞Εɺ৴
པ͞ΕΔۚ融ؔػʯΛ໨ͯ͠ࢦ·͍Γ·͢ɻ

　౰૊合͸ɺຬý÷ࡀҎ্ͷํΛର৅ʹۚརΛ༏۰͢Δʮ長णʯΛऔΓѻ
͏ͱͱ΋ʹɺࢠҭͯԠԉͷ定ظ༬ۚͱ定ۚੵظɺ;ͨͭͷʮνϟララʯ
ΛऔΓѻ͓ͬͯΓ·͢ɻ

　͓औҾઌ͔Βͷ৘ใఏڙʹ΋ͱͮ͘ϏδωスɾϚονンάͷ推進Λ͍
ͨ͠·͢ɻ·ͨɺ͠Μ͘Έੜ׆૬ஊηンλʔʹΑΔʮ͠Μ͘Έωοτʯ
Λ׆༻͓ͨ͠औҾઌ事業ͷ͓ख఻͍ʹऔΓ૊ΜͰ·͍Γ·͢ɻ

ੵʹಈ౳׆ϨσΟʔスʠϋφʡΛ௨͡஍ҬʹԊ֤ͬͨछαʔクϧ࣎ژ　
తʹऔΓ૊ΜͰ͓Γ·͢ɻۃ
　ʮϏδωスクラϒʯͰ͸ɺ೥ؒΛ௨֤ͨ͡छߦ事（ηϛφʔ౳）Λ։
Γ·͢ɻ͓ͯ͠࠵
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（΄ͬͱライン）Λ本部ʹઃஔ͓ͯ͠Γ·͢ɻ
　ి࿩ɺ'"9ɺిࢠϝʔϧͰ͝ར༻͍͚ͨͩ·͢ɻ
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　౰૊合͸஍Ҭʹີணͨ͠リςʔϧ融資Λੵۃతʹ推進͠ɺ͓٬༷ͷ資
ۚχʔζʹԠ͑ΔͨΊɺଟ͘ͷΦリδφϧ融資঎඼ΛऔΓѻ͓ͬͯΓ·
͢ɻ
　˔事業ϩʔン　　 ʮϏδωスαϙʔτø÷÷÷ʯɺϏδωスϩʔンʮνϟン

αʯɺ事業ऀ͚޲ʮクイοクϩʔンʯɺ૑業ɾ৽事業
支ԉ融資

　˔໨తϩʔン　　 （ ú େ࣬පอݥ෇）ॅ ୐ϩʔンɺʮϢʔϗʔϜϩʔンʯ
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ンۃ౓ܕʮ·ͳͿ͘ΜʯɺΧʔライϑϩʔンɺϒラ
イμϧϩʔンʮαランʯɺ͓·ͱΊઐ༻ϩʔンʮア
γスτʯɺʮύʔτφʔʯ（৬Ҭఏ͚޲ܞ）
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φʔʯ（৬Ҭఏ͚޲ܞ）
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　ʮ͠Μ͘Έϩʔンαʔνʯ（IUUQɿ��XXX�TIJOLVNJȂMPBO�DPN）Λ͑࢖
͹ɺùû͍ͭؒ࣌Ͱ΋インλʔωοτ͔Βϩʔンͷਃ͠ࠐΈ͕ՄೳͰ͢ɻ

　౰૊合ͷିग़ઌ਺͸øóú÷ûઌɺିग़ۚߴ࢒͸úüýԯÿýඦສԁͰ͢ɻ
　͏ͪ　事業ି͚޲ग़ۚ　úùûԯøþඦສԁ
 （ӡస資ۚ　øù÷ԯý÷ඦສԁ ɺઃඋ資ۚ　ù÷úԯüþඦສԁ）
ग़ۚ　úùԯýÿඦສԁ ͱͳ͓ͬͯΓ·͢ɻି͚޲ਓݸ　　　　
　·ͨɺøøý݅　ùýûඦສԁͷ֤छϩʔンΛ৽ͨʹऔΓѻ͍·ͨ͠ɻ

事業向け貸出金の推移
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地 域 貢 献

地域に貢献する信用組合の経営姿勢

預金を通じた地域貢献

融資を通じた地域貢献

　৴༻૊合業քӡಈͷҰ؀Ͱ͋Δฏ੒ú÷೥ ÿ ݄ʙ Ā ݄ʮ͠Μ͘Έͷ೔ि
ؒʯ݂ݙӡಈʹ͓͍ͯɺ໾৬員ûù໊͕ࢀʹ݂ݙՃ͠ɺฏ੒øü೥౓͔Βͷ
Λ͠·ͨ͠ɻ݂ݙͰüýù໊ͷ໾৬員͕ܭྦྷ
　ฏ੒ú÷೥ þ ݄ ø ೔ʹɺژ౎ɾ࣎լ஍Ҭே઱ॳߍֶڃ΍೔本ͷখֶߍͷ
ੜెΛର৅ͱ͠ ʮͨ࣎ژ৴༻૊合ഋʯコϚ（ͪͼͬ͜）スϙʔπେ会（ୈ
øùճコϚαοΧʔɾୈ ü ճコϚόスέοτϘʔϧɺୈ ú ճコϚυοδ
Ϙʔϧ）Λ։͠࠵·ͨ͠ɻޙࠓ΋ܧଓతʹ։ͯ͠࠵·͍Γ·͢ɻ

文化的・社会的貢献に関する活動

　౰૊合͸ɺ$43ͷҰ؀ͱͯ͠ڥ؀อશ׆ಈ΁ͷऔΓ૊ΈΛ推進͢Δ
ͨΊɺຖ೥ՆقͱౙقʹলΤωϧΪʔରࡦΛ࣮͓ͯ͠ࢪΓ·͢ɻ͜ͷظ
ؒ͸営業ؒ࣌தͷۭௐΛదԹʹઃ定͠ɺ৬員͸クʔϧϏζɺ΢ΥʔϜϏ
ζΛ࣮͓ͯ͠ࢪΓ·͢ɻ·ͨɺ஍Ҭࣾ会ͷҰ員ͱͯࣾ͠会త੹任ΛՌͨ
෺಺ͷর໌Λ-&%Խ͢ΔͳͲɺઅిʹؔ͢Δऔݐ఺͔Βɺ本支店؍͢
Γ૊ΈΛੵۃతʹ推進͓ͯ͠Γ·͢ɻ

企業の社会的責任（CSR）について

取引先への支援状況等

地域・業域・職域サービスの充実
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期初債務者数（Ａ） 経営改善支
援取組み率

ランク
アップ率

再生計画
策定率うち経営改善支援取組み先（α）

αのうち期末に債務者区分が
ランクアップした先数（β）

αのうち期末に債務者区分
が変化しなかった先（γ）

αのうち再生計画を策定し
た先数（δ） （α／Ａ） （β／α） （δ／α）

165 21 0 21 11 12.73% 0.00% 52.38%
（注）1．本表の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。
　　 2．期初債務者数は平成30年 4 月当初の債務者数です。
　　 3．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含んでおりません。
　　 4．「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先です。なお、

経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαには含みますがβには含んでおりません。
　　 5．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
　　 6．「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、RCCの支援決定先、当組合独自の再生計

画策定先の合計先数です。
　　 7．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

　౰૊合͸ɺି෇৚݅ͷมߋ౳Λͨͬߦதখ企業ऀͰ͋Δ͓٬༷ͷܦ営
௚͠ͷ支ݟ画ܭݐ࠶営ܦଓతʹ೺Ѳɾ検ূ͠ɺܧΛگ画ͷ進௙ঢ়ܭݐ࠶
ԉٴͼܦ営૬ஊɾࢦಋ౳ʹΑΔコンαϧςΟンάػೳ（֤෼໺ͷઐ໳Ո
ͱͷ࿈ܞΛؚΉ）ൃش΍ɺϏδωスϚονンάͷ։࠵౳ɺ౰૊合ͷ৘ใ
支ԉʹऔΓ૊Ή͜ͱͱ͍ͯ͠·͢ɻͨ͠༺׆ೳ΍ωοτϫʔクΛػ
　·ͨɺଞۚ融ؔػɺ企業࠶ੜ支ԉߏػɺ事業࠶ੜ"%3ղܾ事業ऀɺ
தখ企業࠶ੜ支ԉٞڠ会ͳͲͷ外部ؔػͱͷ࿈ܞʹΑΔ࠶ੜख๏Λ׆༻
͢ΔͨΊͷମ੍Λ੔උ͍ͯ͠·͢ɻ

ᾇ ౰૊合͸ɺ͓٬༷͔Βͷି෇৚݅ͷมߋ౳ʹؔ͢Δ͓ਃࠐΈɾ͝૬ஊ
ʹର͠ɺ͓٬༷ͷ࣮ଶΛे෼ʹ౿·͑ɺਝ଎ͳ検౼ɾճ౴ʹ౒ΊΔͨ
Ίɺۚ融ԁ׈Խ管理౷ׅ部ॺ（審査管理部）ʹି෇৚݅ͷมߋ౳ʹ係
Δ৘ใΛू໿͠ɺି෇৚݅ͷมߋ౳ͷద൱Λ審査͢Δͱͱ΋ʹɺͦͷ
಺༰Λه࿥ɺอଘ౳͍ͨ͠·͢ɻ

ᾈ ۚ 融ԁ׈Խ管理౷ׅ部ॺ（審査管理部）ʹ͓͍ͯɺ͓٬༷͔Βͷି෇
৚݅ͷมߋ౳ͷਃࠐΈɾ͝ ૬ஊʹର͢ΔରԠঢ়گΛ೺Ѳ͠·͢ɻ·ͨɺ
ؔ係֤部ॺʹ͓͍ͯɺି෇৚݅ͷมߋ౳ͷਃࠐΈɾ૬ஊʹ係Δ৘ใͷ
༗Խʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻڞ

ᾉ ۚ 融ԁ׈Խ管理౷ׅ部ॺ（審査管理部）ʹ͓͍ͯɺି෇৚݅ͷมߋ౳
ͷਃࠐΈɾ૬ஊΛ͓ͨ͠٬͞·ͷରԠ進௙ঢ়گ΍ɺି෇৚݅ͷมߋ౳
Λޙͨͬߦɺܦ営վળ౒ྗΛ͍ͯͬߦΔ͓٬༷ʹରͯ͠ɺܧଓతͳϞ
χλリンά΍ܦ営૬ஊɾܦ営ࢦಋٴͼܦ営վળ支ԉʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

ᾊ ্ ͕֐ɾ໰୊఺ʹ͍ͭͯɺ͓٬༷ͷརگᾇʙᾉͷଶ੎੔උͷ推進ঢ়ه
ஶ્͘͠͞֐ΕΔ͓ͦΕ͕͋Δ事Ҋ౳ʹ͍ͭͯ͸ɺ଎΍͔ʹ常任理事
会ʹใ͠ࠂɺ໰୊ͷղܾɺൃ࠶๷ࢭʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

　౰૊合͸ژ౎෎ɾ࣎լݝΛ営業Τリアͱ͢Δ஍Ҭۚ融ؔػͰ͋Γɺ஍
Ҭʹ͢ݙߩΔ৴༻૊合ͱͯ͠ͷܦ営ʹప͢Δ͜ͱ͕౰૊合ͷ໋࢖ͱ͑ߟ
͓ͯΓ·͢ɻ
　౰૊合ͷ事業ܭ画͸ɺ૊合員ͷۚ融ͷԁ׈Խʹ資͢Δͱͱ΋ʹɺ٬ސ
χʔζʹԠͨ͡৘ใఏڙ΍ܦ営ࢦಋɾ૬ஊ業務౳ͷ෯͍޿αʔϏスΛఏ
ԽΛਤΔ͜ͱΛ主ڧ൫ͷج営ܦͮ͘جʹ٬ͷ৴པސΔ͜ͱʹΑΓɺ͢ڙ
ཁ課୊ͱҐஔ͚ͮɺ営業Λల։͓ͯ͠Γ·͢ɻ
　ฏ੒úø೥ ú ݄຤ͷ஍Ҭதখ企業౳ିग़ۚ（ݸਓΛؚΉ）ߴ࢒͸úùûԯ
ԁͱͳΓ·ͨ͠ɻ
　·ͨɺ஍Ҭͷফඅऀି͚޲ग़ۚúùԯԁΛ͋Θͤͨିग़ۚߴ࢒ͷĀĀˋҎ
্͕஍Ҭି͚޲ग़ۚͱͳ͓ͬͯΓ·͢ɻ

●創業・新規事業開拓の支援
　લظͷ૑業ɾ৽ن事業ʹؔ͢Δ৽ن融資औΓ૊Έ͸ þ ઌÿÿඦສԁͰ͢ɻ
　૑業資ۚ͸事業ͱͯ͠ͷ࣮੷͕ͳ͍͜ͱ͔ΒɺҰൠతʹ審査͕͘͠ݫ
ͳΔ͕͋޲܏Γ·͕͢ɺ౰૊合Ͱ͸อূڠ会౳ͷެతͳอূ͕෇͔ͳ͘
ͱ΋஍Ҭͷ஍ԑਓԑ΍ਃ੥ਓͷ৬ྺɾ業ྺͳͲ૑業·Ͱͷ४උঢ়گ΋ߟ
ྀͨ͠औΓ૊ΈΛ৺ֻ͚͍ͯ·͢ɻ

●成長段階における支援
　౰૊合主ཁ٬ސͷେ൒͸ྵࡉ事業ऀͰ͋Γɺ౰૊合ͷऔΓ૊Ή融資ͷ
Ұ定部෼͸੒長ஈ֊ʹ͓͚Δ支ԉʹ֘౰͢Δ΋ͷͱ͓ͯ͑ߟΓ·͢ɻ

●経営改善・事業再生・業種転換等の支援
　長Ҿ͘ෆگԼɺ஍Ҭࡁܦ͸ґવ͍͠ݫঢ়ܧ͕گଓ͓ͯ͠Γ·͢ɻ
　͜ͷΑ͏ͳঢ়گͷதɺ౰૊合Ͱ͸ۚ融ؔػͱͯ͠ͷ資ۚڅڙʹͱͲ·
Βͣɺ͓٬༷͔Βͷ૬ஊ業務Λ௨͡ɺ͓٬༷ͷܦ営վળɾ事業࠶ੜɾ業
छస׵౳ʹ໾ཱͭ͜ͱΛ৺ֻ͚͓ͯΓ·͢ɻ

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況

「経営者保証に関するガイドライン」への対応

	 経営改善支援等の取組み実績	 （୯Ґɿઌ਺ɺˋ）

中小企業の経営支援に関する取組み方針

中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況

中小企業の経営支援に関する取り組み状況

　ฏ੒øĀ೥ Ā ݄ʹൃ଍ͨ࣎͠ژ৴༻૊合ʮϏδωスクラϒʯ（ฏ੒úø೥ ú ηϛφʔɺҟ業छަྲྀ会౳Λ௨͠ࡁܦಈͰ֤छ׆ͷ会員਺þù໊）ͷࡏݱ݄
ͯ会員ಉ࢜ͷϏδωスϚονンάɺ৽نҟ業छࢀೖ౳ʹد༩͓ͯ͠Γ·͢ɻ
　·ͨฏ੒ú÷೥øø݄ùü೔ʹ͸૑業ɾى業Λࢤ๬͞Ε͍ͯΔํΛର৅ʹʮ ø %":૑業スクʔϧʯΛ։͠࠵ɺ ý ໊ͷํʹ͝ࢀՃ͍͖ͨͩ·ͨ͠ɻ

地域の活性化に関する取組状況

　౰૊合Ͱ͸ɺʮܦ営ऀอূʹؔ͢ΔΨイυラインʯͷझࢫ΍಺༰Λे෼ʹ౿·͑ɺ͓٬༷͔Β͓आೖ΍อূ࠴務੔理ͷ૬ஊΛड͚ͨࡍʹਅ᎜ʹର
Ԡ͢Δମ੍Λ੔උ͍ͯ͠·͢ɻ
಺༰ࡌهΛ೺Ѳ͠ɺಉΨイυラインͷگ౳ͷঢ়گ務ঢ়ࡒ営ऀͷؔ係ੑ΍ܦ営ऀอূͷඞཁੑʹ͍ͭͯ͸ɺ͓٬༷ͱͷஸೡͳର࿩ʹΑΓɺ๏ਓͱܦ　
Λ౿·͑ͯे෼ʹ検౼͢ΔͳͲɺద੾ͳରԠʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ
　·ͨɺͲͷΑ͏ͳվળΛਤΕ͹ܦ営ऀอূͷղআͷՄೳੑ͕ߴ·Δ͔ͳͲΛ۩ମతʹઆ໌͠ɺܦ営վળ支ԉΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ

「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る取り組み事例（平成30年度）

1 ．主債務者及び保証人の状況、事案の背景等 2．取り組み内容
該当事項はありません。 該当事項はありません。

「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況

平成29年度 平成30年度
新規に無保証で融資した件数 189件 173件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 29.43% 26.41%
保証契約を解除した件数 0件 0件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件



●トピックス「2018年度 組合行事アルバム」

■店舗「組合員様の集い」

■第 5 回 京滋信用組合杯 コマスポーツ大会（2018年 7 月 1 日）
【第12回コマサッカー、第 5回コマバスケットボール、第 3回コマドッジボール】

本店営業部「組合員様の集い」（2019年 1 月17日）

滋賀支店「組合員様の集い」（2019年 1 月18日）

左京支店「組合員様の集い」（2019年 1 月17日）

伏見支店「組合員様の集い」（2019年 1 月11日）

舞鶴支店「組合員様の集い」（2019年 1 月18日）
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●トピックス「2018年度 組合行事アルバム」
■ビジネスクラブ

■京滋レディース“ハナ”

オープンセミナー　講師：武貞 秀士 氏（2018年 5 月14日）

本店営業部　メイクアップ教室　講師：洪 萬利子 氏（2018年 9 月21日）

第12期総会＆講演会（2018年10月23日）

滋賀支店　日帰り旅行　「綾小路きみまろ」激笑ライブ、お千代保稲荷参拝（2018年 7 月29日）

視察旅行　和歌山　白浜温泉、南紀白浜ゴルフ（2018年 9 月12日～13日）

左京支店　韓国伝統菓子作り教室　講師：金 和蓮 氏（2018年 9 月11日） 伏見支店　日帰り旅行（2018年 6 月 2 日）

新年会（2019年 2 月 1 日） 創業スクール 講師：上村 賢 氏（2018年11月25日）

「綾小路きみまろ」激笑ライブ、平等院散策　舞鶴支店日帰り旅行　淡路島、神戸南京町散策（2018年 9 月13日）

27



2018年 4 月 2 日 入組式

2018年 4 月21日 職員全体会議（からすま京都ホテル）

2018年 5 月14日 京滋信用組合ビジネスクラブ　オープンセミナー（ホテルグランヴィア京都　講師：武貞 秀士 氏）

2018年 6 月 2 日 京滋レディース“ハナ”伏見支店　日帰り旅行（「綾小路きみまろ」笑激ライブと平等院散策）

2018年 6 月16日 地域貢献清掃活動

2018年 7 月 1 日 京滋信用組合杯　コマスポーツ大会（第12回コマサッカー、第 5回コマバスケットボール、第 3回コマドッジボール）

2018年 7 月29日 京滋レディース“ハナ”滋賀支店　日帰り旅行（「綾小路きみまろ」笑激ライブとお千代保稲荷参拝）

2018年 8 月 1 日～ 9月30日 「しんくみの日週間」献血運動

2018年 9 月11日 京滋レディース“ハナ”左京支店　韓国伝統菓子作り教室（ウイングス京都 2 F　講師：金 和蓮 氏）

2018年 9 月12日～ 9月13日 京滋信用組合ビジネスクラブ視察旅行（白浜温泉「ホテルシーモア」、南紀白浜ゴルフクラブ）

2018年 9 月13日 京滋レディース“ハナ”舞鶴支店　日帰り旅行（兵庫県淡路島お香作り体験、神戸南京町散策）

2018年 9 月21日 京滋レディース“ハナ”本店営業部　メイクアップ教室（本店営業部 4 F大会議室　講師：洪 萬利子 氏）

2018年10月11日 舞鶴支店　ゴルフコンペ（オータニにしきカントリークラブ）

2018年10月16日～10月18日 京滋レディース“ハナ”韓国旅行（買い物天国の港町「釜山」世界遺産「海印寺」）

2018年10月23日 京滋信用組合ビジネスクラブ　第12期総会（ホテルグランヴィア京都）

2018年11月25日 京滋信用組合 1 DAY創業スクール（京滋信用組合本店 4階会議室　講師：上村 賢 氏）

2018年11月27日 伏見支店ゴルフコンペ（宇治田原カントリー倶楽部）

2018年12月 1 日 京滋レディース“ハナ”コリアユースのクリスマスパーティー～在日コリアンの新たな出会い～　
リーガロイヤルホテル京都 2階「ルボワ」

2019年 1 月11日 伏見支店　組合員様の集い（ホテル京阪 京都グランデ）

2019年 1 月17日 本店営業部　組合員様の集い（「桃園亭」四条河原町本店）

2019年 1 月17日 左京支店　組合員様の集い（からすま京都ホテル）

2019年 1 月18日 滋賀支店　組合員様の集い（びわ湖大津プリンスホテル）

2019年 1 月18日 舞鶴支店　組合員様の集い（舞鶴グランドホテル）

2019年 2 月 1 日 京滋信用組合ビジネスクラブ　新年会（ホテルグランヴィア京都）

●トピックス（組合行事その他）
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地区一覧

京都府全域
滋賀県全域

本 店 営 業 部 ෣ ௽ 支 店࣎ լ 支 店 ࠨ ژ 支 店 ෬ ݟ 支 店

店　　　　　名 住　　　　　　　　　所 電　　話 CD・ATM
本 店 営 業 部 〒615-0021　京都府京都市右京区西院三蔵町20- 2 ÷þüôúøúôúøýý ø ୆
࣎ լ 支 店 〒520-0042　滋賀県大津市島の関 5 -20 ÷þþôüùüôùĀÿ÷ ʵ
ࠨ ژ 支 店 〒606-8203　京都府京都市左京区田中関田町 2 -29 ÷þüôþýøôøùüø ø ୆
෬ ݟ 支 店 〒612-8422　京都府京都市伏見区竹田七瀬川町20 ÷þüôýûùôúøúø ø ୆
෣ ௽ 支 店 〒625-0036　京都府舞鶴市字浜658 ÷þþúôýùôûüýü ʵ

　
	 	

店舗一覧表（事務所の名称・所在地）	（自ಈثػઃஔঢ়گ）（ྩ࿨ ø ೥ ý （ࡏݱ݄
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2 .事 業 の 組 織＊........................ 1
3 .役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）＊........................ 1
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7 .地 区 一 覧........................ 28
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16.当 期 純 利 益 （損失）＊........................ 8
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20.預 金 積 金 残 高＊........................ 8
21.貸 出 金 残 高＊........................ 8
22.有 価 証 券 残 高＊........................ 8
23.単 体 自 己 資 本 比 率＊........................ 7
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26.業務粗利益及び業務粗利益率＊........................ 6
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29.受取利息、支払利息の増減＊........................ 6
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40.定 期 預 金 種 類 別 残 高＊........................ 10

【貸出金等に関する指標】
41.貸 出 金 種 類 別 平 均 残 高＊........................ 10
42.担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊....... 10
43.貸 出 金 金 利 区 分 別 残 高＊........................ 11
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45.貸出金業種別残高・構成比＊........................ 11
46.預貸率（期末・期中平均）＊........................ 8
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48.代 理 貸 付 残 高 の 内 訳........................ 19
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50. 1 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高........................ 8

【有価証券に関する指標】
51.商品有価証券の種類別平均残高＊.........取扱いなし
52.有価証券の種類別平均残高＊........................ 10
53.有価証券種類別残存期間別残高＊........................ 10
54.預証率（期末・期中平均）＊........................ 8
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55.法 令 遵 守 の 体 制＊........................ 12
56.リ ス ク 管 理 体 制＊.............13.14.15
　 資料編............................................15.16.17.18.19
57.苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊....... 12

【財産の状況】
58.貸借対照表、損益計算書、剰余金処分（損失金処理）計算書＊
　 .................................................................... 4 . 5 . 6

59.リスク管理債権及び同債権に対する保全額＊....... 12
　 ⑴　破綻先債権
　 ⑵　延滞債権
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60.金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額＊....... 12
61.自己資本充実の状況（自己資本比率明細）＊....... 7
62.有価証券、金銭の信託等の評価＊........................ 9
63.外 貨 建 資 産 残 高........................ 19
64.オ フ バ ラ ン ス 取 引 の 状 況........................ 8
65.先 物 取 引 の 時 価 情 報........................ 8
66.貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊........................ 11
67.貸 出 金 償 却 の 額＊........................ 11
68.財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について＊＊....... 20
69.会 計 監 査 人 に よ る 監 査＊........................ 20
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70.内 国 為 替 取 扱 実 績........................ 20
71.外 国 為 替 取 扱 実 績........................ 19
72.公 共 債 窓 販 実 績........................ 19
73.公 共 債 引 受 額........................ 19
74.手 数 料 一 覧........................ 20
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75.ト ピ ッ ク ス.............26.27.28
76.当 組 合 の 考 え 方........................ 1
77.沿 革 ・ 歩 み........................ 1
78.総 代 会 に つ い て＊＊.................. 2 . 3
79.報 酬 体 系 に つ い て＊＊........................ 13
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80.地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等＊＊....... 24
81.地域密着型金融の取組み状況＊＊........................ 25
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索引　各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第6条で準用する銀行法第21条」「金融再生法」に基づく開示項目、
＊＊印は「監督指針の要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。
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